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はじめに 
 
県は、新型コロナウイルスの感染拡大をはじめ、人口減少・少子高齢化、デジタル化、グロー

バル化の進展など、社会経済状況が大きく変化する時代において、県政全般に係る政策の基本的
な方向を示す新たな「福岡県総合計画」（令和４(2022)年度～令和８(2026)年度）を令和４(2022)
年３月に策定しました。 
 
その中で、次代を担う「人財」の育成を図るため、本県の青少年が自らの可能性に気づき、能

力を磨き、夢にチャレンジできるよう同計画の教育分野を、本県教育行政の基本的な方向性を示
す「教育大綱」に位置付け、併せて教育施策の方向を示す「教育振興基本計画」に位置付けてい
ます。 
 
また、県教育委員会では、平成 27(2015)年 12 月に策定した「福岡県学校教育振興プラン」を

これまでの取組の成果や教育を取り巻く課題等を踏まえ、令和４(2022)年３月に改定を行い、次
代を担う「人財」育成の基盤となる学校教育について、その振興のための施策の基本的な方向性
や考え方、重点的に取り組む施策等を示しています。 
 
福岡県教育施策実施計画は、「福岡県学校教育振興プラン」の理念等を踏まえ、本県の「教育振

興基本計画」のうち教育委員会所管分野に係る単年度の実施計画として策定するものです。子ど
もが一人一人の多様な幸せと社会全体の豊かさを実現させる未来社会の創り手となるために必要
な力が教育を通して育まれるよう、各教育施策を展開していきます。 
 
そして、これら教育施策の執行状況については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に

定めるとおり、翌年度に点検及び評価を行い、県民に対する説明責任を果たすとともに、以後の
教育施策への適切な反映に努めます。 

 

■福岡県教育施策実施計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県総合計画 

《令和４(2022)年３月策定》 

■ 県政全般に係る政策及び施策の基本的な方
向を総合的かつ体系的に定めた計画 

■ 計画期間：令和４(2022）～令和８(2026)年度 

福岡県学校教育振興プラン 

福岡県教育施策実施計画 

《毎年度策定》 

■ 教育振興基本計画に基づく単年度の実施計画
で、当該年度に実施する主な取組・事業を示すもの 

 

福岡県教育大綱 

■ 県の教育、学術及び文化の振興に 
関する総合的な施策の大綱 

（地教行法第１条の３） 

【計画の教育分野】 

県総合計画の教育分野を県の教育大綱
として位置付け 《平成 27(2015)年 12 月策定》 

《令和４(2022)年３月改定》 

■ 教育を取り巻く課題を踏まえ、本県
の学校教育振興の基本的な方向性
や考え方を示す 

■ 県教育委員会として学校教育分野
で重点的に取り組む施策等を示す 

知事 

 

県教育委員会 

県教育委員会 

※ 県総合計画の教育分野は、教育基本 
法第１７条で策定が求められる県の「教 
育振興基本計画」となります 

教育委員会の権限に属する事務の管理 
及び執行状況についての点検及び評価 

《毎年度実施》 
■ 教育施策の執行状況を点検・評価 

（地教行法第２６条） 
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教育の基本目標 

 

 教育基本法においては、教育の目的を、「人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の

形成者」としての国民の育成を期することとし、この目的を実現するために「幅広い知識と教養

を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やかな身体を養

うこと」など、５つの目標を掲げています。 

 

また、本県の教育大綱では、福岡県の未来への扉を開くために、世界を視野に未来を見据えて

「次代を担う『人財』の育成」を目指し、これからの子どもに求められる力として、「学力・体力・

豊かな心」、「柔軟な思考力、創造力、多様な他者と協働する力」を掲げ、教育がこれらの力を育

成するために中心的な役割を果たすことが期待されています。 

 

 さらに、県教育委員会では、本県の教育大綱を踏まえ、福岡県学校教育振興プランにおいて、

学校教育の目標を「社会的自立の基盤となる、学力、体力、豊かな心を培うとともに、社会の変

化に対応し、社会を支え、その発展に寄与する力を育成すること」と掲げています。 

 

 県教育委員会では、この教育基本法における教育の目標を基本に据えつつ、福岡県教育大綱及

び福岡県学校教育振興プランを踏まえ、本県における「教育の基本目標」を、次のように定めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育の基本目標】 
 

○ 真理を求め、意欲的に学ぶ態度をもち、社会的自立の基盤となる確かな学力、たくましく生き

るための健康や体力、豊かな情操と道徳心を備えた県民を育成すること。 

○ 志と自律心をもち、創造性や個性に富み、生涯にわたって学ぶ県民を育成すること。 

○ 正義を愛し、他者を思いやり、共に生きる心や公共の精神に基づく強い自覚と実践力をもち、

人権を尊重する県民を育成すること。 

○ 命あるものを尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する県民を育成すること。 

○ 自ら考え、多様な価値観の人々と協働し、課題を解決していく力を身に付けるとともに、社会

の変化に対応し、社会を支え、その発展に寄与する県民を育成すること。 

○ 文化と伝統を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、人

類の平和と発展に貢献できる国際性豊かな県民を育成すること。 
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「子ども本位」の指導の推進 

～ 福岡県独自の指導方法『鍛
きた

ほめ福岡メソッド』の展開 ～ 
 
 

教育は、子どもに関わる大人たちが共通の認識に立ち、同じ方向を向いて働きかけるからこそ、

その効果が高まるものであり、このような視点からの取組が必要です。 

 

このため、県教育委員会は、学校、家庭、地域が様々な教育課題を共有し、同じ方向を向いて

協力し合いながら、子どもの学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレンジ精神、勤勉性や困難に立

ち向かう心など、子どもが自律的に成長するための原動力となる人格的資質を育成するため、「鍛

えて、ほめて、子どもの可能性を伸ばす」をコンセプトとした福岡県独自の指導方法『鍛ほめ福

岡メソッド』を全県的に広く展開しているところです。 

 

また、これからの学校では、子ども一人一人の特性や学習進度等に応じて、ＡＩ学習ソフト等

の教材やオンライン学習、ＶＲ等を含むＩＣＴを活用した手法と、一斉学習や個別学習、グルー

プ別学習、興味・関心に応じた課題学習などの学習形態を様々に組み合わせて実施することによ

り、個々の子どもにとってより最適な学びを提供していくことが求められます。 

  本県では、これらの様々な学習活動が、全ての子どもの個々に応じた自律的で主体的な活動と

なるよう様々な取組・事業を通して『鍛ほめ福岡メソッド』の手法・考え方を通底させることに

より、子どもの「未来社会の創り手」となるための基礎・基本となる様々な資質能力を個別最適

かつ効果的に伸ばしていく「子ども本位」の指導を推進します。 

 

■「鍛ほめ福岡メソッド」 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コンセプト】     鍛えて、ほめて、子どもの可能性を伸ばす！ 

鍛えて（いろいろ試して解決したいと思う心やできないことをできるようになりたいと思う心を） 

ほめて（取組の結果や取り組んできた過程を） 

子どもの可能性（学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレンジ精神、勤勉性や困難に立ち向かう心等）を伸ばす。 

【仕組み】 

(１） 《目標設定の活動》 

・指導者、子ども一人一人又

は子ども同士のグループ

が、やや困難な課題や目標

を設定する。 

（３） 《振り返る活動》 

・指導者が振り返りの場を設

定し、指導者又は子ども同

士が、その頑張りをほめる、

認める。 

 

 
（２） 《挑む活動》 

・子ども一人一人又は子ども

同士のグループが、周りの人

から最小限の支援を受けつつ

自らの力で解決に挑む。 

【鍛える】 

 【鍛える】 【ほめる】 

【伸ばす】 
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福岡県の教育施策の体系

　　令和８年度の教育施策は、下の表のとおり５の柱、８の項目、24の施策に整理、体系化しています。

施策番号 ページ

(1) 学力の向上 施策１ … P6

(2) 異文化理解と外国語能力の向上 施策２ … P8

(3) 体力の向上 施策３ … P10

(4) 健康教育の推進 施策４ … P12

(1) 道徳教育の推進 施策５ … P14

(2) 実体験を重視した教育の推進 施策６ … P15

(3) 幼児教育の充実 施策７ … P16

(4) 読書活動の充実 施策８ … P17

(5) いじめや不登校等への対応 施策９ … P18

(6)
少年の非行防止と健全育成、インターネット
適正利用の推進

施策10 … P20

(7)
学校、家庭、地域の連携・協働体制の整備、
家庭教育支援の充実

施策11 … P22

(1) 子ども本位の指導の推進 施策12 … P24

(2) 特別支援教育の推進 施策13 … P26

(3) キャリア教育・職業教育の推進 施策14 … P28

(1) 今日的な教育ニーズへの対応 施策15 … P30

(2) 学校教育のＩＣＴ化 施策16 … P32

(3) 子どもの安全確保 施策17 … P34

(4) 学校施設の整備・充実 施策18 … P35

(5) 厳しい教育環境にある子どもへの支援 施策19 … P36

(6) 教員の指導力・学校の組織力の向上 施策20 … P37

Ⅱ
スポーツ立県福岡の実
現

1
未来へはばたく青少年の
応援

(1) 次世代の競技者の育成 施策21 … P39

Ⅲ
共助社会づくり、生涯
学習の推進

1 生涯学習の推進 (1) 社会教育の推進 施策22 … P40

Ⅳ 文化芸術の振興 1 文化芸術の振興 (1)
文化芸術活動の推進、文化芸術を育む人材の
育成

施策23 … P42

Ⅴ
人権が尊重される心豊
かな社会づくり

1 人権教育・人権啓発の推進 (1) 人権教育の推進 施策24 … P44

柱 項　　目 施　　　策

Ⅰ 教育の充実

4

1 学力、体力の向上

2 豊かな心の育成

3
個性や能力を伸ばす教育の
推進

教育環境づくり
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令和８年度福岡県の教育施策 

 

 次ページから、令和８年度福岡県の教育施策について、下に示す構成で詳細に説明します。 

 

柱 

項目 
 
 

  施  策   ≪施策番号≫                       担当課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度 主な取組・事業  

 

 

 

指  標  

 

当該施策に係る総合計画の「現状・課題」及び「施策の方向」の該当箇所を記載し、      

当該施策を実施する背景を説明しています。 

上記「総合計画の内容」に記載の「施策の方向」及び福岡県学校教育振興プランに記載

の「重点的に取り組む施策」の内容等を踏まえ、令和７年度における施策の基本的なねら

いを記載しています。 

  上記「令和８年度 施策の基本的なねらい」に関して、令和８年度に実施する取組・事

業のうち、主なものについて記載しています。 

  当該施策の効果を把握するため、指標及び目標値を設定しています。 

  目標値下段の「目標年度」の考え方は次のとおりです。 

 

 

 

 

目標値

全国平均以上等

（毎年度）
　毎年度の到達を設定する指標

〇〇％
（R８年度）

　福岡県総合計画（R４-R８）でR８年度までの達成目標が設定されている指標
（福岡県総合計画に記載はないが同計画期間の達成を設定する指標も含む）
　※総合計画の達成目標は、達成状況にかかわらず、R８年度まで据え置き

〇〇％
（R〇年度）

　別に定める個別計画でR〇年度までの達成目標が設定されている指標

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

１ 学力、体力の向上 
 
 

(1) 学力の向上 ≪施策１≫        高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 文部科学省「全国学力・学習状況調査」（2021 (令和３)年度）における本県の標準化得点※は、

小学校、中学校ともに全国平均を上回っています。 

（※ 標準化得点：全国の平均正答数を 100 としたときの本県の平均得点。） 
 

● 自分で課題を見つけ、考え、主体的に判断し、適切に課題を解決する能力を育成するため、学

ぶ意欲等を高める指導法や主体的で参画型の授業を推進すること等が求められています。 

＜施策の方向＞ 

○ ＩＣＴの積極的な活用により、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図り、

「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進します。  

○ 各学校において学力向上に向けた実効性のある検証改善サイクルを構築するため、年間計画と

ロードマップを作成し、各学校の学力層に着目した分析により、各学力層を踏まえたきめ細かな

学習指導の充実に向けた取組の充実を図ります。  

○ 子ども一人一人の学習内容の理解度・定着度の向上と学びの高度化を図るため、小学校と中学

校の連携・協働による一貫した学習指導等を推進します。  

○ 地域と学校の連携・協働の下、学習習慣の定着や学ぶ意欲の喚起を図るため、学校支援や放課

後等の学習活動に取り組む市町村を支援します。  

◇ 福岡県学校教育振興プラン等の下、「生きる力」をより具体化した資質・能力である「知識及

び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」のバランスのとれた育成

を目指します。 

◇ 県内全小・中学校の学力・学習状況を把握・分析し、市町村教育委員会の学力向上施策等の

実施状況を調査するとともに、各学校における学力層に着目した検証改善サイクルの確立を支

援します。特に、「『教える』から『支える』へ」の視点で、児童生徒が主語の学びを目指し、

授業づくりを含む日常的な活動及び組織的な取組について、市町村教育委員会や学校への支援

の充実を図ります。 

◇ 高等学校においては、令和４年度から年次進行で実施されてきた学習指導要領を踏まえ、生

きて働く知識・技能や、未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力など、新しい時代

に求められる資質・能力の育成と、学習評価の充実を図ります。 

◇ 主体的・対話的で深い学びの実現に資する授業改善が促進されるよう教員研修等の充実を図

ります。 

◇ 地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子どもの成長を支える「地域学校協働活動」を進

め、放課後等の学習支援を実施することで、学力の向上を目指します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 

-6-



令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

学力向上総合推進事業の実施 

＜重点事業１＞ 

県、市町村、学校が一体となり、児童生徒の学力向上、教員研修

及び家庭学習充実の取組を総合的に展開することによって、確かな

学力を育みます。また、県独自の学力調査（小５：国語・算数、中

１：国語・数学、中２：国語・数学・英語）を実施するとともに、

活用力育成教材集やチャレンジ問題を提供します。 

中学校においては、学力向上推進拠点校の授業づくりと組織づくり

の実践研究を通して、日常的・組織的な授業改善を推進します。 

また、「個別最適な学び」と「協働的な学び」による確かな学力の育

成のため、個々の児童生徒の学力を科学的手法で把握・分析するとと

もに、親和的な集団を形成する学級づくりを推進します。 

主体的・対話的で深い学びの推進 

特に課題の大きい英語授業を中心とした授業力向上実践講座等

を通して、生徒が主体的に取り組む質の高い授業を実践できる教

員を育成する研修を実施します。 

県立学校においては、ＩＣＴの効果的な活用等による「個別最

適な学び」と「協働的な学び」を一体的に実現する授業改善を進

めます。 

地域学校協働活動事業における 

放課後の学習支援等の実施 

放課後の学習支援等の充実を図るため、学校と地域をつなぐ地域

学校協働活動推進員の配置を促進し、地域学校協働活動が円滑に実

施できるよう支援します。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

確かな学力の育成 

全国学力・学習状況調査における

学力上位層の構成割合が全国平均

を上回る地区数（教育事務所別） 

小 国語 5 地区 

    算数 1 地区 

中 国語 1 地区 

  数学 1 地区 

（R7 年度） 

小 国語 6 地区 

    算数 6 地区 

中 国語 6 地区 

  数学 6 地区 

（R8 年度） 

課題解決に向けた 

取組 

授業の中で自分たちで課題を立

て、解決に向け話し合い、発表する

などの学習活動に取り組んでいた

と思う児童生徒の割合 

小 69.0％ 

(全国 74.5％） 

中 63.8％ 

(全国 70.4％） 

（R7 年度） 

全国平均以上 

（毎年度） 

家庭での学習習慣の 

定着 

学校の授業時間以外に、平日の勉

強時間が１時間未満の児童生徒の

割合 

小  50.7％ 

（全国 46.0％） 

中  43.2％ 

（全国 38.1％） 

（R7 年度） 

全国平均以下 

（毎年度） 

学力向上に関する 

検証改善サイクル 

の確立 

教育課程の改善を図るための一連

のＰＤＣＡサイクルを確立してい

る学校の割合 

小  43.2％ 

（全国 44.3％） 

中  36.3％ 

（全国 40.1％） 

（R7 年度） 

全国平均以上 

（毎年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

１ 学力、体力の向上 
 
 

(2) 異文化理解と外国語能力の向上 ≪施策２≫   高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜現状・課題＞ 

● 「青少年県民意識調査」（2020(令和２)年度）では、小学生・中学生の７割、高校生・大学生の

６割が、海外留学や海外で仕事をしたいと思っておらず、その理由としては、小・中・高校生及

び大学生の全てで「語学の自信のなさ」が最も多くなっています。 

● 将来、子どもたちがグローバル社会において活躍するために必要な実践的な英語力を身に付け

るには、４技能５領域（聞くこと・読むこと・話すこと［やり取り・発表］・書くこと）を総合的

に育成することが重要です。 

＜施策の方向＞ 

○ 子どもの異文化理解を深め、国際感覚を高めるため、英語でのコミュニケーション等による異

なる文化背景をもつ人々と英語を通して触れ合う体験活動を推進します。 

○ ネイティブ英語教員の配置や英語以外の教科におけるイマージョン教育の実施、ＡＬＴの効果

的な活用等により、生徒の高度な英語力の育成を図ります。 

○ グローバル化に対応できる人材育成を推進するため、英語によるディベートやプレゼンテーシ

ョン等、英語を用いた活動を通して、コミュニケーション能力を育成するとともに、ＩＣＴを効

果的に活用する等、英語授業における指導方法の改善・充実を図ります。 

◇ 英語教員の英語力向上を図るとともに、４技能５領域（聞くこと・読むこと・話すこと［やり

取り・発表］・書くこと）を総合的に育成する授業改善を進め、グローバル化に対応した英語教

育の充実を図ります。 

◇ 一人一人の理解度に合わせた言語活動を充実させるため、生成ＡＩを活用した新しい学習モデ
ルを構築し、生徒の英語力向上を図ります。 

◇ 児童生徒の異文化理解を深め、英語コミュニケーションへの意欲や英語力を高める取組を推進

します。 

◇ 未来を担う高校生が海外に目を向ける契機となるよう、留学支援の充実に取り組み、将来、世

界で活躍する人材を育成します。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

グローバル化に対応した 

英語教育の推進 

＜重点事業２＞ 

・小学校において英検ＥＳＧ注 1）の実施、中学校において英検ＩＢ

Ａ注 2）の実施や英語スピーチコンテストを開催し、英語力の高い

児童生徒を育成します。 

・中学校において、外国語科授業力向上実践講座を実施し、言語活

動を中心とした質の高い授業を実践できる教員を育成し、外国語

科の授業改善を行います。 

・中学生の外国語能力の向上のために宿泊体験型英語プログラム

「イングリッシュキャンプ」、ＡＩアプリを活用した英語授業モ

デルの実践的研究を実施します。 

・高等学校において、外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置に加え、英

語以外の教科の内容を英語で指導できるＡＬＴスペシャリスト

（ＡＬＴＳ）を、イマ―ジョン教育の推進等により世界を舞台に

活躍する人材育成を教育活動の特色とする学校に、また、高い指

導力を有するネイティブ英語教員（ＮＥＴ）を英語科設置校等に

それぞれ配置し、実践的な英語コミュニケーション能力を育成し

ます。 

 さらに、英語の授業等の改善・充実を図るために、ＡＬＴＳ及び

ＮＥＴによる公開授業や研究協議を行うとともに、生成ＡＩの活

用についての研修会を実施します。 

海外留学促進事業の実施 

＜重点事業２＞ 

・高校生を対象に、海外の企業や大学等で最先端の知識・技術を学

ぶハイレベルな研修（シリコンバレーコース）と、海外企業（現

地法人、海外支店等）における職場体験（海外就業体験コース）

などの短期留学研修プログラムを実施します。 

・より良い福岡県の実現に向けた取組や自らの興味・関心に基づい

て作成したプログラムにより探究型海外留学を行う高校生等へ

の支援を実施します。 

・世界を舞台に活躍し、国際社会の持続的な発展を支える志を持っ

た優秀な人材を育成するために、海外留学に関する情報提供を行

うとともに、留学助成金を給付し、経済的な支援を行います。 

ＡＩと創る「書く」「話す」 

英語学習モデルの構築 

＜重点事業２＞ 

・九州大学が開発した生成ＡＩライティング評価システム（ＣＬａ

ＬＡ）を活用した英語ライティング指導を実施し、そのデータを

分析することで学習モデルを構築します。 

・生成ＡＩを使ったスピーキングシステムを活用した１対１のス

ピーキング練習及びスピーキングテストによる効果の検証と分

析を行います。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

生徒の英語力 

中学校卒業段階で CEFR 注 3） A1 レ

ベル相当以上を達成した生徒の割

合 

61.1％ 

（R6 年度） 

60％ 

（R8 年度） 

高等学校卒業段階で CEFR A2 レベ

ル相当以上を達成した県立高等学

校生徒の割合 

52.6％ 

（R6 年度） 

60％ 

（R8 年度） 

                     
注 1）英検ＥＳＧ：日本英語検定協会が提供している、メモや短文を読むこと、クイズや短い話を聞くことなど、小学生の英語力を測定するための選択式試験 

注 2）英検ＩＢＡ：日本英語検定協会が提供している、英検準１級～5 級までの英検級を目安として英語力を測定するための「読むこと」「聞くこと」の記述式

試験 

注 3）CEFR：語学力を評価する国際的な基準。６つの外国語習得レベル（A1、A2、B1、B2、C1、C2）があり、英検３級程度は A1、英検準２級程度は A2 とされている。 
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Ⅰ 教育の充実 

１ 学力、体力の向上 
 
 

(3) 体力の向上 ≪施策３≫                       体育スポーツ健康課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（2021(令和３)年度）では、小学校及び中

学校の男女全ての区分で全国平均を上回っていますが、体育の授業以外で運動やスポーツをしな

い子どもがいるという課題があります。 

● 子どもに運動やスポーツの楽しさを実感させるとともに、運動やスポーツをする習慣の定着に

努め、体力向上を図ることが重要です。 

＜施策の方向＞ 

○ 運動やスポーツをする機会を充実させ、体を動かす習慣づくりに向けた取組を推進します。 

○ 生涯にわたって運動やスポーツをする習慣の基礎づくりを推進するため、運動部活動における

適切な運営、部活動指導員等の活用により、生徒にとって望ましい環境を構築します。 

◇ 県内全小・中・高等学校及び特別支援学校における体力の実態及び運動習慣等についての調査

を基に、各学校において、体育の授業以外で運動やスポーツをしない子ども等に着目した体力向

上に係る取組や体力向上プランによる検証改善サイクルの確立を推進します。 

◇ 「スポコン広場チャレンジランキングゾーン」「みんなでダンス」等の小学生チャレンジスポ

ーツプロジェクトや体力アップシートの活用等により、子どもの運動やスポーツへの動機付けや

習慣化を図ります。 

◇ 「福岡県学校部活動の在り方に関する指針（改訂版）」及び「福岡県における地域クラブ活動

の推進に向けたガイドライン」に則った学校部活動や地域クラブ活動の適切な運営、部活動指導

員等を活用した指導体制づくり等により、生徒がそれぞれの種目特有の楽しさを味わうとともに

継続して運動やスポーツに親しむことができる環境の構築を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

福岡県体力向上総合推進事業 

の実施 

＜重点事業３＞ 

運動やスポーツの楽しさ・喜びを実感できるよう、各学校におけ

る体育・保健体育科授業の充実・改善及び、効果的な「１校１取組」

運動を位置付けた体力向上プランの作成・実施を推進します。 

福岡県部活動改革推進事業 

の実施 

＜重点事業４＞ 

・より専門的な技術指導を行う体制の整備を図るとともに教職員

の負担を軽減するために、中学校・高等学校及び特別支援学校に

部活動指導員を配置し、併せて顧問や部活動指導員の指導力向上

を図るための研修会を実施します。 

・市町村立中学校等の部活動の地域展開を推進するため、移動手段

の確保や民間活力の活用等に関する、平日も含めた地域展開の実

証事業を実施し、その成果を普及します。 

また、市町村への支援策や個別の課題解決策を検討する会議を

開催するとともに、課題に対応した知識・経験を有するアドバイ

ザーを派遣します。 

教員の指導力向上のための 

各種研修の充実 

教員の指導力向上を図るため、初任者・保健体育科教員及び管理 

職を対象とした体力向上に関する研修会を実施します。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

子どもの体力向上 

全国体力・運動能力、運動習慣等調

査における体力中・上位層の割合

が全国の割合を上回る区分数 

（教育事務所、小・中学校、男女別） 

16 区分 

（R7 年度） 

全区分（24 区分） 

（R8 年度） 

子どもの運動時間 

１週間の総運動時間（体育授業を

除く。）が 60 分未満の児童生徒の

割合 

小学校男子：9.0％ 

小学校女子：16.9％ 

中学校男子：9.0％ 

中学校女子：23.0％ 

(R7 年度) 

小学校男子：4.3％ 

小学校女子：7.5％ 

中学校男子：4.4％ 

中学校女子：10.3％ 

(R10 年度) 
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Ⅰ 教育の充実 

１ 学力、体力の向上 
 
 

(4) 健康教育の推進 ≪施策４≫ 

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● メンタルヘルスに関する問題や性に関する不安・悩み等、子どもの健康課題が多様化・深刻化

する傾向にあります。 

● 栄養摂取の偏りや朝食欠食といった食習慣の乱れ等に起因する生活習慣病等の健康課題が見

られ、学ぶ意欲や体力の低下の一因となっていると考えられています。 

＜施策の方向＞ 

○ 性や心に関する不安・悩みを抱える生徒に対して専門医（産婦人科医・精神科医）による健康

相談を実施するとともに、教員や保護者に対し、指導助言を行います。 

○ 関係機関と連携した外部講師の有効活用を促し、学校におけるがん教育を推進します。 

○ 生涯を通じて健康・安全で活力ある生活を送ることができるよう、各教科、学校行事等の教育

活動全体を通して、学校保健、学校安全、食育等の健康教育を計画的・組織的に推進するととも

に、家庭や地域と連携・協働し、睡眠や食生活等の望ましい生活習慣を定着させる取組を推進し

ます。 

○ 新型コロナウイルス感染症等の人獣共通感染症に対する理解を深めるとともに、人と動物、地

球環境の健康は一体と考える「ワンヘルス」の理念に基づく取組等を通して、子どもが生涯にわ

たって自らの健康や環境を適切に管理・改善していくための資質・能力を育成します。 

◇ 性や心の健康に関する正しい知識の普及・啓発及び生徒の不安や悩みの解決を図るために、学

校、家庭、専門医等や関係機関との連携を推進します。 

◇ 児童生徒に、食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付けさせるために、食に関する指

導の充実を図るとともに、家庭や地域と連携・協働した取組を推進します。 

◇ 「福岡県ワンヘルス推進基本条例」に基づき、幼児期段階から高等学校段階までの系統性ある

「ワンヘルス教育」の推進を図るとともに生涯にわたる自らの健康や環境を適切に管理・改善し

ていくための資質・能力を身に付けさせるため、ワンヘルスの理念の普及・啓発を図る取組を推

進します。 

◇ 全県立学校で「花による美しいまちづくり運動」に取り組み、生徒が自分で花を育てる活動を

通じて、ワンへルスの理念に基づき、植物や自然への関心を高め、緑化意識や環境保護の意識を

醸成します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

健康教育推進事業の実施 

・生徒の心の悩みの深刻化を防止するため、精神科医やスクールカ
ウンセラー等の専門スタッフによる「心の健康」教育を全県立学
校において実施します。＜重点事業８＞ 

・県立高等学校等に産婦人科医及び精神科医等を派遣し、生徒、教
職員、保護者を対象とした講演や健康相談を実施することによ
り、性や心の健康問題の早期発見・早期解決に取り組みます。 
また、学校におけるがん教育を推進します。 

食に関する指導についての 

研修の充実 

管理職、栄養教諭などを対象とした各種研修及び栄養教諭などの
資質向上のための基本研修を実施します。 

子どもが作る「ふくおか弁当の日」 

の推進 

子どもが弁当を作ることを通して、食べ物やそれらを作ってくれ
る人への感謝の心を養い、自己肯定感を育むなど高い教育的効果が
期待できる「ふくおか弁当の日」の普及・拡大に取り組みます。 

県産農林水産物を活用した 

食育の推進 

＜重点事業５＞ 

・企業や生産者と連携した食育パートナーシップを構築し、県産農
林水産物を活用した新たな体験型食育プログラムを開発します。 

・県産農林水産物を「生きた教材」として学校給食に活用するため、
県産農林水産物の良さや生産過程等を伝える教材（動画コンテン
ツ）を作成し、各学校で食育活動を実施します。 

衛生管理及び安全な食材確保の 

ための体制整備 

衛生管理の徹底を図るため、学校給食施設へ指導者を派遣し、状
況調査や改善指導を行うとともに、学校給食用食材の安全確保のた
めに定期検査を実施します。 

ワンヘルス教育総合推進事業の 

実施 

＜重点事業６＞ 

・ワンヘルスの理念普及に向けた啓発資料を配布します。 
・幼児期には啓発絵本を配布し、義務教育段階では農業高校等を活
用した体験活動を実施するなど、各世代に合わせたワンヘルス教
育を推進します。 

・幼稚園における指導者向けセミナーや小・中学校における教員向
け研修（オンデマンド型）、県立高等学校等において、ワンヘル
ス教育推進教員向け研修会や生徒を対象とした講演会等を実施
します。 

・全ての県立高等学校においてワンヘルス教育を実施し、特に農業
高校等においては、ワンヘルス教育の先進的、重点的な取組を実
施し、実践発表を行います。 

・県立特別支援学校において、ドッグセラピーやワンヘルスマスタ
ー等を活用した講演会等を通じてワンヘルス教育の充実を図り
ます。 

・生徒会やボランティア部等が中心となり、「一人一花」ロゴマー
クを挿した花壇やプランターを生徒自身が整備し、校門や昇降口
など多くの生徒や来校者の目にふれる場所に設置する等の「花あ
ふれる県立学校プロジェクト」に取り組むとともに、体験活動を
通してワンへルスの学びを深めます。 

・青少年教育施設におけるワンヘルス教育の充実を図ります。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

食に関する指導 
朝食を食べる習慣が定着している

児童の割合 

91.6％ 

（全国 93.7％） 

（R7 年度） 

全国平均以上 

（毎年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(1) 道徳教育の推進 ≪施策５≫           高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

ボランティア活動等の社会奉仕 

体験活動の推進 

家庭や地域と連携し、進んで他に奉仕しようとする態度を育てる
勤労生産やボランティア精神を養う体験活動を推進します。 

規範的な行動を促す道徳、 

特別活動、総合的な学習・探究 

の時間等の教育活動の充実 

小・中学校においては、道徳教育推進の中核となる指導者を養成
するとともに、教師用道徳教育推進資料「道徳教育実践ハンドブッ
ク vol.2」の活用促進によって、各学校における道徳教育の推進を
図ります。 
県立学校においては、道徳教育推進教師を中心とした指導体制を

整備し、人間としての在り方生き方に関する教育を学校の教育活動
全体を通じて行うことにより、生徒の心に響く道徳教育の充実を図
ります。 

情報モラル教育の充実 

情報活用と情報モラルをセットで学ぶ教材「GIGA ワークブック
ふくおか」の活用促進によって、情報モラル教育のモデルとなる指
導を全県下に普及・啓発するとともに、児童生徒及び保護者への情
報モラルの啓発を行います。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

道徳教育の推進 

各地域の道徳教育の中核となる小・中学校教

員の養成研修修了者数 

24 人 

（R7 年度） 

24 人 

（毎年度） 

研修会の講師等として自校以外で活動した研

修終了後５年以内の道徳教育地域指導者の割

合 

59.5％ 

（R7 年度） 

60％ 

（毎年度） 

  

＜現状・課題＞ 
● 「福岡県民ニーズ調査」（2021(令和３)年度）によると、教育分野では、道徳、人権等、児童生
徒の心を豊かにするための教育へのニーズが最も高くなっています。 

● 規範意識は、幼児期からしっかりと学習することが大切であり、学童期には、必要な道徳や命
の大切さを学ぶとともに、学校での集団生活の中で善悪の判断を自ら行う能力を身に付けること
が求められます。  

＜施策の方向＞ 
○ 「特別の教科 道徳」において、体験活動や問題解決的な学習等を取り入れ、それらの活動等で
学んだ内容の意義や人間としての生き方等について考え、議論するような指導の充実を図ります。  

○ 学校の教育活動全体を通じて、授業の公開や地域教材の開発・活用等に家庭や地域の人々、各
分野の専門家等の積極的な参加や協力を得る等、学校・家庭・地域が一体となった道徳教育の質
の向上と一層の充実を図ります。 

◇ 自他の生命を大切にする心、他者を思いやる心、自己の向上を図るとともに個性を伸ばして充
実した生き方を追求する心を身に付けることができるよう、教育活動全体を通じて、道徳性を養
う道徳教育の充実を図ります。 

◇ 情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度を身に付けることができるよう、教
科等横断的な視点に立った情報モラル教育を推進します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(2) 実体験を重視した教育の推進 ≪施策６≫    

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                        

 
 
 
 
 

 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

県立学校集団体験活動 

推進事業の実施 

 県立中学校、中等教育学校（前期課程）及び特別支援学校におい

て、自立や協働の精神を学びながら、社会性や他人を思いやる心、

集団内の好ましい人間関係づくりと自尊感情や規範意識を育成す

るため、「鍛ほめ福岡メソッド」を取り入れた集団体験活動や自然

体験活動を実施します。 

放課後等における 

子どもの体験活動などの支援 

・地域活動指導員を設置する市町村を支援することで、子どもの体

験活動等を推進します。 

・子どもの主体性や協調性を育むため、地域学校協働活動等におい

て放課後等における子どもの体験活動を推進します。 

・「ふくおか体験活動出前隊（青少年教育施設職員）」が、学校や地

域に出向き、子どもの体験活動を支援します。 

障がいのある子どもや 

不登校の子どもの体験活動の支援 

県立の社会教育施設において、障がいのある子どもや不登校の子

どもを対象とした体験活動事業を実施し、将来に対する目的意識や

社会性を育みます。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

放課後等における体験

活動の実施 

放課後等に子どもの体験活動を実

施している市町村の割合 

87.9％ 

（R6 年度） 

100％ 

（毎年度） 

 

＜現状・課題＞ 

● 自然体験活動等、様々な体験活動を通して、子どもの豊かな感情、好奇心、思考力等の基礎が
培われることから、子どもが日常的に自然や生きもの、または地域の方々等と触れあえる環境づ
くりが必要です。 

＜施策の方向＞ 

○ 子どもの主体的な実践意欲、社会性や他人を思いやる心等を育成する観点から、学級活動、生
徒会活動や学校行事等の学校教育活動及び社会教育活動において、自然体験活動、社会貢献活動、
読書活動等を推進します。なお、その際、グループ活動による「鍛ほめ福岡メソッド」の積極的
な活用を図ります。 

◇ 各社会教育施設の特色に応じたプログラムを開発し、体験活動の充実を図ります。 

◇ 体験活動の機会を確保するため、学校等における集団体験活動の取組に対する支援を行います。 

◇ 学校と地域が連携・協働した地域学校協働活動の取組を推進し、地域人材の協力を得て、放課
後等の体験活動の充実を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(3) 幼児教育の充実 ≪施策７≫           義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

地域の実態を踏まえた幼稚園・ 

保育所・認定こども園と小学校 

との連携強化 

幼児教育と小学校教育の連続性を確保し、円滑な接続を図るた

め、望ましい連携の在り方や幼稚園の役割などについて情報提供を

行うとともに、幼稚園等と小学校の合同研修の実施促進などの啓発

を行います。 

子育てに関する学習機会や 

情報提供の推進 

保護者等からの家庭教育・子育て全般の相談に応じる電話相談

「親・おや電話」及びメール相談を実施します。また、子育てに関

する様々な情報を提供するホームページ「ふくおか子育てパーク」

を運営するとともに、「みんなで育もう！ふくおかの子ども育成支

援フォーラム」を開催します。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

小学校と幼稚園等の 

連携 

幼稚園・保育所・認定こども園と合同

研修会の実施又は校内研修で幼保小

連携を取り入れている小学校の割合 

70.1％ 

（R6 年度） 

80％ 

（毎年度） 

 

  

＜現状・課題＞ 

● 幼児期は、基本的な生活習慣を獲得するとともに、自尊感情やコミュニケーション能力、他者

への信頼感等を育み、社会性の基礎をつくる重要な時期であり、子どものその後の成長に大きく

影響を与えることから、質の高い幼児教育の充実を図る必要があります。 

＜施策の方向＞ 

○ 幼児教育と小学校教育の連続性を確保し、円滑な接続を図るため、望ましい連携の在り方や幼

稚園の役割等について情報提供を行うとともに、幼児教育・保育の質の向上の一体的推進を図り

ます。 

○ 家庭・地域社会と連携し、幼児教育の振興、子育てに関する学習機会の充実を図ります。 

◇ 生涯にわたる人格形成の基礎を培うため、学校、家庭、地域社会と連携を図りながら、幼児教育

の振興や子育てに関する学習機会の充実を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(4) 読書活動の充実 ≪施策８≫     高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

学校図書館の利活用による 

学校全体での日常的な読書活動 

の推進及び読書指導の充実 

学校図書館の機能の計画的な利活用を促すとともに、各教科等の

授業、学校全体での「全校一斉読書」及び「読書の時間（10 分間読

書等）」などを通して、日常的・継続的な読書活動を推進します。   

また、研修会等を通じて、司書教諭等による学校図書館の利用指

導・読書指導等の充実を図ります。 

市町村子ども読書推進計画 

の改訂に向けた支援 

市町村における子ども読書推進計画の改訂に向けて、指導・助言

や情報提供を積極的に行います。 

読書活動推進ボランティア 

の養成及び活用促進 

ボランティア養成を目的とした講座等を実施するとともに、読書

に関する事業やイベントでの活用促進を図ります。 

図書館間の連携・協力・ 

ネットワーク化の推進 

「福岡県図書館情報ネットワーク」による県内図書館間の情報共

有、図書資料相互貸借及び横断検索システムの拡充に努めます。 

読書好きを育む環境づくり 

応援事業の実施 

＜重点事業７＞ 

乳幼児から中学生までを対象とした発達段階に応じた読書活動

の取組や保護者への啓発、読書活動の気運を高める特色ある取組の

支援を通して、「読書が好きな子ども」が育まれる環境づくりを推

進します。 

読書バリアフリー推進 

事業の実施 

 福岡県読書バリアフリー推進計画に基づき、障がいの有無に関わ

らず、全ての人が等しく読書をすることができる社会を実現するた

めに、県立図書館が推進拠点となって福岡点字図書館と連携して、

職員研修をはじめとした公立図書館への支援及び利用者へのサー

ビスの充実を図ります。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

読書好きを育む 

環境づくりの推進 
読書が好きな児童生徒の割合 

小 71.1％ 
中 61.4％ 
（R7 年度） 

小 75.0％ 
中 70.1％ 
（R8 年度） 

  

＜現状・課題＞ 
● 読書活動は、言葉を学び、想像力、思考力を身に付け、感性を磨き、表現力を高めるとともに、
多くの知識を得て多様な文化を理解することができるようになる等、子どもの成長に欠かせない
ものであるため、より一層の推進が必要です。 

＜施策の方向＞ 

○ 「福岡県子ども読書推進計画」に基づき、子どもの発達段階に応じた効果的な取組を推進しま
す。  

○ 公立図書館及び学校図書館等のネットワーク化や公立図書館による学校支援を推進し、子ども
の読書活動の充実を図ります。 

◇ 「福岡県子ども読書推進計画」に基づき、自主的な読書活動ができるよう環境整備を推進し、読
書習慣の形成・定着を図ります。 

◇ 県立図書館を中心に図書館間及び学校図書館等との連携・協力・ネットワーク化を推進します。 

◇ 「福岡県読書バリアフリー推進計画」に基づき、全ての人が等しく読書をすることができるよ
うサービスの充実を図ります。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(5) いじめや不登校等への対応 ≪施策９≫ 

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜現状・課題＞ 

● 本県における小学校・中学校・高等学校のいじめの認知件数や不登校の子どもの数は増加傾向

にあり、いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期対応が必要です。 

＜施策の方向＞ 

○ いじめや不登校等の生徒指導上の問題について、早期発見・早期対応するために、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を含む校内の全ての教職員で相談機能を

充実させるとともに情報共有を徹底し、関係機関と連携・協力する等、学校がチームとして組織

的に対応する取組を推進します。   

○ 日々の授業や行事等において、全ての子どもが活躍できる場面を実現させる取組「絆づくり」

と、人間関係づくりのトレーニングや学級・学校をどの子どもにも落ち着ける場所にしていく取

組「居場所づくり」を充実させ、いじめや不登校等を生まない学校づくりを推進します。  

○ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家と連携し、不登校の子どもの

個々の状況に応じたきめ細かな支援を通じて学校復帰を図るとともに、教育支援センター（適応

指導教室）、フリースクール等の民間団体との連携やＩＣＴを活用した学習支援を行う等、多様

な教育機会を確保しながら社会的自立への支援の充実を図ります。  

◇ いじめ防止対策推進法、福岡県いじめ防止基本方針、福岡県いじめ問題総合対策（改訂版）及

び福岡県県立学校いじめ防止対策推進委員会の調査等に基づき、いじめ防止等の取組を更に推

進します。 

◇ いじめや不登校等を未然に防止し、早期に発見・対応するための取組の強化を図るとともに、

外部の専門家や関係機関と連携し、学校がチームとして組織的に対応する取組を推進します。 

◇ 電話やメールのほか、対面や電話での相談に抵抗感がある児童生徒にも対応可能なＳＮＳな

ど、多様な相談方法による教育相談体制の充実を図ります。 

◇ 誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLOプラン）、福岡県不登校児童生

徒支援グランドデザイン等に基づき、不登校防止等の取組をさらに推進します。 

◇ 不登校児童生徒が、ＩＣＴを活用した支援を受けられる環境整備を図ります。 

◇ 不登校児童生徒が学びたいと思った際に多様な学びにつながることができるよう、不登校児

童生徒の個々のニーズに応じた学びの場を整備します。 

◇ 不登校経験のある生徒や不登校である生徒が学びやすい環境を県立学校に整備します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

いじめ・不登校総合対策事業 

の実施 

＜重点事業８＞ 

魅力ある学校づくりを推進するため、教育相談体制の整備・充実
を図ります。 
・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門ス
タッフの活用や関係機関との連携を進め、いじめ・不登校の予防・
解消や児童生徒を取り巻く生活環境の改善を図ります。 

・全ての小・中学校及び県立学校にスクールカウンセラーを配置し
ます。 

・生徒の心の悩みの深刻化を防止するため、精神科医やスクールカ
ウンセラー等の専門スタッフによる「心の健康」教育を全県立学
校において実施します。（再掲） 

・県立学校のいじめの重大事態化を防止するため、外部専門家によ
る学校支援体制を強化します。 

・不登校児童への早期支援として、小学校の校内教育支援センター 
設置及び学習支援や教育相談を行う支援員の配置を支援します。 
また、不登校児童生徒支援員に対する資質向上研修を実施します。 

・引きこもり傾向のある不登校児童生徒に対し、大学生ボランティ
アによるオンライン支援を行い、社会的な自立へ向けた活動を促
進します。 

・電話やメールによる相談に加え、ＳＮＳを活用した即時に応対す
る双方向システムによる相談を実施することにより、児童生徒の
相談に係る多様な選択肢を用意し、様々な悩みに対する助言を行
います。 

・不登校生徒が県立高等学校に進学しやすいよう、博多青松高等学
校の通信制課程では、協力校でのスクーリング（面接指導）を実
施します。また、小郡高等学校「みらい創造コース」では、生徒の
実態に配慮したきめ細かな支援を行います。 

・県立高等学校の一般入学者選抜では、不登校生徒に対する特例措
置を実施します。 

・学校への登校が困難な子どもたちが、社会的自立に向け一歩踏み
出せるよう、少年自然の家「玄海の家」において受入体制を強化
します。 

・学校や教育支援センター等に通っていない不登校児童生徒を対象
に、気軽に立ち寄り、自分のペースで様々な活動をするための居
場所（サポートスポット）を地域につくります。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

不登校対策 

相談・指導等※を受けていない不
登校児童生徒の割合 

小   31.6％ 
中   35.5％ 
高     56.4％ 
（R6 年度） 

小 28％ 
中 36％ 
高 50％ 

（R8 年度） 

不登校から継続して登校できるよ
うになった児童生徒の割合 

小    30.5％ 
中     30.0％ 
高     71.7％ 
（R6 年度） 

小 39％ 
中 38％ 
高 65％ 

（R8 年度） 

いじめの解消 
いじめの認知件数のうち解消した
件数の割合 

小  73.7％ 
(全国 76.4％) 
中  77.6％ 

(全国 74.9％) 
高  70.1％ 

（全国 76.0％） 
（R6 年度） 

全国平均以上 
（毎年度） 

 ※「相談・指導等」は、教育支援センター、児童相談所、病院、養護教諭、スクールカウンセラー等の相
談員等によるものを指し、担任等の教職員によるものは含まない。 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(6) 少年の非行防止と健全育成、インターネット適正利用の推進 ≪施策１０≫     

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜現状・課題＞ 

● 本県における刑法犯少年の検挙補導人員及び再犯者数は減少傾向にありますが、大麻乱用少

年が増加する等深刻な状況です。 

● 少年非行には、少年の規範意識の低下、コミュニケーション能力の不足、家庭や地域社会の教

育機能の低下等様々な背景があります。 

● インターネットは匿名性が高く、情報を容易に複写できる等の特性があり、誹謗中傷や著作権

侵害等の問題が起きやすいため、情報モラルを培うとともに、ルールを理解し、守ることが必要

です。  

● スマートフォン等の普及に伴い、ＳＮＳ等が介在したいじめの増加や性的犯罪等の被害、長時

間利用による生活の乱れ等の問題が起きています。  

＜施策の方向＞ 

○ 子どもの社会規範等に対する理解の深化、非行行為に走らない判断力や実践力等を高める取

組を行います。  

○ スマートフォンやＳＮＳが急速に普及する中で、日常のモラルに加え、情報技術の特性や各種

技術サービスの有用性や活用の仕方、トラブルの際の対処法等を理解した上で、犯罪被害を含む

危機を回避し、情報を正しく安全に利活用できるようにするために、発達段階に応じた情報モラ

ル教育に取り組みます。 

○ 情報モラル教育に関する教員研修の充実、学校で活用できる教材等に関する情報提供等を通

じて、各学校の情報モラル教育を支援します。 

◇ 児童生徒の非行行為の未然防止や健全育成及びインターネット等の適正な利用を推進するた

めに、学校と警察が情報共有や啓発活動を行うとともに、学校と家庭が連携し、スマートフォン

等の使用について家庭におけるルールづくりを行うなど、児童生徒の規範意識を育成する取組の

充実を図ります。 

◇ 児童生徒の薬物乱用防止及び飲酒運転の撲滅に向けた規範意識を育成するために、体育科・保

健体育科及び特別活動等を関連付け、学校教育全体を通した指導の充実を図るとともに、家庭・

地域・関係機関と連携した取組を推進します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

保護者と学ぶ児童生徒の 

規範意識育成事業の実施 

＜重点事業９＞ 

児童生徒の社会規範等に対する理解の深化や非行行為に走らな

い判断力や実践力、保護者の規範意識や養育に関する責任感を高め

るため、「規範意識育成学習会」及び「児童生徒と保護者が共に学

ぶ学習会」を実施します。 

薬物乱用防止教育の充実 

教員の薬物乱用防止教育に係る指導力の向上を図るため、指導者

研修会を実施するとともに、児童生徒の薬物乱用を防止するため各

学校における薬物乱用防止教室の開催及び内容の充実を推進しま

す。 

飲酒運転防止教育の充実 
飲酒運転防止教育に係る教員の指導力の向上を図るため、指導者

研修会を実施します。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

家庭・地域と連携した

規範意識育成 

「児童生徒と保護者が共に学ぶ学

習会」に参加した保護者の割合 

小 39.0％ 

中  8.1％ 

（R6 年度） 

小 45％ 

中 12％ 

（R8 年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

２ 豊かな心の育成 
 
 

(7) 学校、家庭、地域の連携・協働体制の整備、家庭教育支援の充実 ≪施策１１≫ 

教育イノベーション推進課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、体育スポーツ健康課、社会教育課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 家族形態の変化、地域のつながりの希薄化が進む中で、これまで家庭や地域が担ってきたしつ

け、基本的生活習慣、コミュニケーション能力、社会性の習得等の教育機能が低下してきていま

す。また、学校をめぐる課題が複雑化・多様化し、学校、教員だけでは解決できない課題も増え

ています。 

＜施策の方向＞ 

○ 保護者や地域住民等の参画を得ながら学校運営を行うコミュニティ・スクール（学校運営協議

会）、地域と学校が連携・協働し地域住民等の参画を得て学校支援、学習支援、体験活動を実施

する地域学校協働活動を一体的に推し進めることにより、地域全体で子どもの学びや成長を支え

る教育環境の充実を図ります。  

○ 地域住民や企業、団体等の参画を得ながら、放課後や休業日の学習支援、体験活動のさらなる

充実を図ります。  

○ 家庭の教育力の向上に向けた取組を充実させるため、ＰＴＡとより一層の連携強化を図りま

す。  

○ 学校、家庭、地域と連携・協働した家庭での生活習慣づくりを推進するため、家庭教育支援に

関わる人材育成等の取組の充実を図ります。  

◇ 「地域とともにある学校づくり」及び「学校を核とした地域づくり」を推進するために、コミ

ュニティ・スクール（学校運営協議会）や地域学校協働本部の導入・実践に取り組む市町村に対

して支援します。 

◇ 県立高等学校と地域の連携・協働を推進し、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と

一体となって特色ある学校づくりを進めます。 

◇ 学校、家庭、地域が連携・協働し、それぞれが役割と責任を負い地域全体で子どもを育てる体

制の整備を図ります。 

◇ 県民一人一人が教育の重要性を考え、子どもを育む当事者としての意識を高めるため、「ふく

おか教育月間」関連事業を実施し、県内全域で気運の醸成を図ります。 

◇ 家庭教育の充実に向け、学校とＰＴＡの連携・協働を推進します。 

◇ 学校、家庭、地域が連携・協働して子どもの基本的生活習慣を確立するために、家庭教育支援

を担う人材を育成します。 

◇ 市町村等に対して、家庭教育支援に関する情報や研修の機会を提供することで保護者が安心

して子育てや家庭教育を行う地域づくりを支援します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

地域と一体となった 

学校づくりの推進 

・地域学校協働活動事業 

・県立高校地域連携構築事業 

・ふくおか教育月間推進事業 

＜重点事業１０＞ 

学校と地域がめざす子どもの姿や学校の教育目標等を共有でき

る制度であるコミュニティ・スクールと、地域が学校のパートナー

として地域人材を生かした多様な活動を行う地域学校協働活動を

一体的に推進します。 

・地域学校協働活動推進員の配置を促進し、地域学校協働活動本部

を中心とした多様な活動を実施する市町村に対して支援します。 

・コミュニティ・スクールを導入した県立高等学校において、地域

との連携・協働を進め、学校の魅力化・特色化を図ります。 

・県民の本県教育への関心・理解を深めるため、１１月の「ふくお

か教育月間」に啓発イベントを開催します。また、市町村教育委

員会等の関係団体と連携し県内全域での気運の醸成に努めます。 

優れた知識・技能を有する 

社会人の積極的な活用促進 

総合的な学習・探究の時間、特別活動などにおける社会人の積極

的な活用を促進します。 

ＰＴＡが主体となって取り組む 

「“新”家庭教育宣言」への支援 

県ＰＴＡ連合会が実施する「“新”家庭教育宣言」事業を支援し、

親子で取り組む家庭内での生活習慣づくりやメディアに関するル

ールづくり等を通じて家庭の教育力向上を目指します。 

ふくおか社会教育応援隊による 

家庭教育支援の実施 

「ふくおか社会教育応援隊（県社会教育主事等）」が、市町村や

団体等に対し、家庭教育支援に関する講義・演習や情報提供を行い

ます。 

子育てに関する学習機会や 

情報提供の推進（再掲） 

保護者等からの家庭教育・子育て全般の相談に応じる電話相談

「親・おや電話」及びメール相談を実施します。また、子育てに関

する様々な情報を提供するホームページ「ふくおか子育てパーク」

を運営するとともに、「みんなで育もう！ふくおかの子ども育成支

援フォーラム」を開催します。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

学校、家庭、地域の 

連携・協働、相互理解 

コミュニティ・スクールや地域学

校協働活動等によって、学校と地

域や保護者の相互理解が深まった

学校の割合 

小 95.0％ 

（全国 93.3％） 

中 89.9％ 

（全国 89.0％） 

（R7 年度） 

全国平均以上 

（毎年度） 

コミュニティ・スクー

ルと地域学校協働活動

の一体的推進 

コミュニティ・スクールと地域学

校協働活動を一体的に取り組んで

いる小・中学校の割合 

89.4％ 

（R7 年度） 

100％ 

（R10 年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

３ 個性や能力を伸ばす教育の推進 
 
 

(1) 子ども本位の指導の推進 ≪施策１２≫     高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● グローバル化や超高齢社会・人口減少社会の到来・ＤＸ※の進展等、社会が大きく変化する中

で、困難な課題を解決に導くためには、既存の発想にとらわれず、課題に対して柔軟に向き合い、

新しい解決方法を考えていくことが必要となります。 

（※ DX：Digital Transformation の略。IoT（モノのインターネット）や AI（人工知能）等の進化したデジタル技術を社会に浸透させて、人々

の生活をより良いものへと変革させるという概念。） 

＜施策の方向＞ 

○ 全ての学習活動において、本県独自の指導方法である「鍛
きた

ほめ福岡メソッド」を実践し、かつ

全ての子どもに対して、個々に応じた最適で主体的な学習活動となるよう「子ども本位」の指導

を行い、学ぶ意欲や自尊感情、向上心、チャレンジ精神、勤勉性、困難に立ち向かう心等を育成

します。 

○ グローバル化、少子高齢化やＤＸ等が急激に進展する中で、これからの社会を支える意志と実

践力をもった気概のある子どもを育てる教育の充実を図ります。 

◇ 個に応じた指導のための指導方法や指導体制の工夫改善、校内での研修を行います。 

◇ 「鍛ほめ福岡メソッド」を取り入れた、学力・体力等の能力伸長の基礎となる資質・態度を育

成する教育活動を推進します。 

◇ 国際的な視野をもって、地域の課題解決や持続的発展に貢献することができる実践力を持った

子どもを育てる教育の充実を図ります。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

「鍛ほめ福岡メソッド」 

総合推進事業の実施 

＜重点事業１１＞ 

小・中学校において、「鍛ほめ福岡メソッド」を取り入れた実践

を通し、学ぶ意欲や自尊感情、向上心やチャレンジ精神、勤勉性や

困難に立ち向かう心等を育成します。また、非認知的能力を測る鍛

ほめアンケートや県学力調査の個人結果票等の効果的な活用方法

や子ども自身が主体的に「目標設定」「挑む」「振り返る」活動を行

う方途について実践研究を行います。 

少人数指導や習熟度別指導の推進 

校内での研修等を通して、指導方法・体制を工夫改善し、個に応

じたきめ細かな指導を推進します。 

また、ＩＣＴの有効活用による主体的・対話的で深い学びを実現

するための指導方法の改善・効率化を図ります。 

小・中学校の連携強化による 

一貫性のある教育の推進 

中一ギャップの解消や学力向上の継続的な取組の充実のため、中

学校区内の小・中学校の連携強化を図ります。 

高校生知の創造力育成 

セミナー事業の実施 

大学教授などを講師に合宿セミナーを実施し、知識・技能などを

活用して思考力・判断力・表現力などを高め、課題解決能力を育む

ことで、グローバルな視野で考察できる人材を育成します。 

次世代の科学技術を担う 

人材育成事業の実施 

科学技術に関するコンテストを実施し、科学技術系人材の裾野を

広げるとともに、「科学の甲子園」及び「科学の甲子園ジュニア」

などの全国大会で上位入賞できる能力を養い、国際社会で活躍でき

る優秀な人材を育成します。 

専門高校生実践力向上事業の実施 

ＳＫＢ（専門高校物産展）やものづくりコンテストの実施及び資

格取得等への取組により、専門知識や得意技を磨き、実践的で専門

的な職業人として地域の担い手となる人材を育成します。 

今日的な課題に対応した 

教育の推進 

各教科や総合的な学習・探究の時間などを通して、主権者教育、

消費者教育、租税教育、人権教育などの今日的課題に対応した教育

を推進します。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

科学技術系人材の 

育成 

高校生科学技術コンテストの参加申込者

数 

508 人 

（R7 年度） 

700 人 

（毎年度） 

科学の甲子園ジュニアの参加チーム数

（中学生対象） 

155 チーム 

（R7 年度） 

150 チーム 

（毎年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

３ 個性や能力を伸ばす教育の推進 
 
 

(2) 特別支援教育の推進 ≪施策１３≫        高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 本県における特別支援学校の在籍者数は、年々増加しており、障がいが重度・重複化、多様化、

複雑化しています。また、特別支援学級に在籍する子どもの数や通級による指導を受けている子

どもの数も増加傾向にあります。 

● 障害者の権利に関する条約に掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、障がい

のある子どもたちの自立と社会参加の推進が一層強く求められています。 

＜施策の方向＞ 

○ 共生社会の形成に向け、障がいのある子どもと障がいのない子どもが可能な限り同じ場で共に

学び、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていくことのできる教育の推進とそのた

めの教職員の専門性の向上や教育環境の整備を進めます。  

○ 障がいのある子どもの適切な就学先決定に向けた市町村教育委員会の取組を支援するととも

に、県立特別支援学校３校を新設する等、特別支援学校に入学する子どもの確実な受入れと質の

高い特別支援教育を提供できる教育環境の整備を推進します。  

○ 障がいのある子どもが自立し、社会参加できるよう、就学前段階から学校卒業後までの長期的

な視点に立ち、一人一人の教育的ニーズに応じた一貫した継続性のある指導及び支援の充実を図

ります。  

◇ 共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システムの構築を推進します。 

◇ 障がいのある子どもの自立と社会参加を目指し、就学前から学校卒業後までを見通した、一貫

した継続性のある指導・支援の充実を図ります。 

◇ 障がいのある子どもが安全・安心かつ効果的に学べる教育環境の整備を推進します。 

◇ 障がいのある子どもの教育的ニーズに応じた指導・支援を行うため、教職員の専門性の向上と

支援体制の整備・充実を図ります。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

特
別
支
援
教
育
の
推
進
事
業
〈
重
点
事
業
１２
〉 

県立学校等医療的ケア注 1） 

体制整備事業の実施 

医療的ケアを必要とする児童生徒等が在籍する県立学校に看護

職員を配置するとともに、研修機会の提供等による市町村（教育委

員会及び学校）への支援や医療的ケアガイドラインの周知を通し

て、学校における医療的ケアを必要とする児童生徒等が、安全に教

育を受けられる環境の充実を図ります。 

モデル校における医療的ケア

児通学支援事業の実施 

医療的ケア児の登下校に係る保護者付添いの負担を軽減するた

め、モデル校において通学支援を実施し、安全で効果的な手法を研

究します。 

特別支援学校専門スタッフ 

強化事業の実施 

特別支援学校において、医療・保健・心理等に関する専門スタッ

フを配置・活用することにより、専門性の向上と組織力の強化を図

るとともに、地域内の小・中学校等に在籍する障がいのある子ども

に対する相談・支援機能の充実を図ります。 

高等学校等における 

特別支援教育の充実 

県立中学校、高等学校及び中等教育学校において、特別な支援を

必要とする生徒に対し、適切な支援を行うための手立てを示した

「サポートヒントシート」や特別支援教育ボランティアの活用、特

別支援教育コーディネーター研修会の充実等を通して、特別支援

教育の一層の充実を図ります。 

高等学校等特別支援教育 

推進事業の実施 

県立中学校、高等学校及び中等教育学校において、特別支援教育

支援員を配置することを通して、特別な支援を必要とする生徒に

対して、学習支援や介助等を行い、生徒一人一人の教育的ニーズに

応じた指導・支援の一層の充実を図ります。 

高等学校等通級指導 

推進事業の実施 

県内に拠点校４校とサテライト校２校を設け、県立高等学校及

び中等教育学校後期課程に在籍する発達障がいのある生徒を対象

に、学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服することを目的と

する通級による指導を実施します。 

発達障がい児等教育継続 

支援事業の実施 

幼稚園、保育所、認定こども園、小・中学校、高等学校等におい

て、発達障がいを含む障がいのある幼児児童生徒が、一貫した継続

性のある支援を受けることができるようにします。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

特別支援教育体制 

の整備 

個別の教育支援計画等による学校間

の引継ぎの実施割合（公立学校（園）） 

94.0％ 

（R6 年度） 

100％ 

（R8 年度） 

                     
注１）医療的ケア：保護者が日常的に実施している医行為（たんの吸引、経管栄養、導尿等）。特別支援学校においては、医師の指示の下、看護

職員が実施することを基本としている。 
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Ⅰ 教育の充実 

３ 個性や能力を伸ばす教育の推進 
 
 

(3) キャリア教育・職業教育の推進 ≪施策１４≫  高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 社会人、職業人として生きていくためには、望ましい勤労観・職業観や基礎的・汎用的な能力

を身に付けるとともに、実践的で専門性の高い知識、技能を伸ばすことが必要です。  

● 本県の新規学卒者の就職率は高い状況にありますが、卒業後の早期離職者を防止する必要があ

ります。 

＜施策の方向＞ 

○ 小・中・高等学校の各段階や特別支援学校において、地元の企業・経済団体と連携した教育を

通して、子どもの発達段階に応じた勤労観・職業観を育み、自立した生き方を考えるようにする

ためのキャリア教育を推進します。 

○ 長期間のインターンシップ、ものづくりや先端技術に関する専門性の高い実践的な教育活動、

特別支援学校でのＩＣＴを活用した就職につながる学習・就職支援等を推進します。 

◇ 様々な教育活動を通じ、基礎的・汎用的能力を身に付け、生涯にわたって社会的・職業的自立

ができるよう、地元の企業・経済団体と連携したキャリア教育の充実を図ります。 

◇ 企業が求める実践的な人材育成、継続的な育成環境を整えるため、地域の企業や市町村等と連

携し、地域産業のニーズに応じた新たな教育内容の取入れを図ります。 

◇ 障がいのある生徒が希望する職業に従事するため、ＩＣＴも活用しながら専門教科や作業学習

による実践的な教育の充実を図ります。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

キ
ャ
リ
ア
教
育
総
合
推
進
事
業
〈
重
点
事
業
１３
〉 

地域の企業・経済団体・農業

法人等と連携した 

インターンシップ等の推進 

小・中学校においては、各学校におけるキャリア教育推進のた
め、事前・事後の学習を充実して、職業に関する講話や職場体験活
動を実施します。 
県立高等学校においては、望ましい勤労観や職業観を身に付け

させ、進路を主体的に選択できるよう、各経済団体等との連携を深
め、出前講座や専門的な技術指導、高校生等を対象としたインター
ンシップの取組を推進します。 
また、高校生が金融リテラシーを身に付けられるよう、教材の開

発や外部人材を活用した授業を実施します。 

高校生みらい支援事業 

の実施 

県立高等学校 10 校に進路支援コーディネーターを配置し、生活
困窮世帯を中心に進路支援が必要な生徒に対し、自らの適性につ
いての認識や将来の展望及び職業に対する意識を高めさせるとと
もに、新規の求人開拓や生徒の面接指導など就職決定までの支援
を強化することで、生徒の進路実現を支援します。  

新規高卒者の 

就職支援の充実 

各学校での求人開拓や生徒面談等の充実による支援の強化を図
るとともに、新規高等学校卒業者合同企業説明会等の関係機関と
連携した取組を実施します。    

県立工業高校産業人材 

育成事業の実施 

・産学官が連携して、企業における訓練等を通して、先端成長産業
をはじめ幅広い産業に対応できる、高度な技術や実践的なもの
づくり技能を持つ人材を育成します。 

・社会のデジタル化の急速な進展や自動車産業における技術革新
を踏まえ、実習環境を整備し、県内の自動車・半導体関連企業で
活躍できる人材を育成します。 

県立高校産業教育の充実 
県立高等学校の専門学科及び総合学科において、専門的な知識

や技術・技能を高めるため、高度な職業資格を受検する生徒に検定
料の助成を行います。 

県内成長産業を支える 

人材育成・マッチング推進事

業の実施 

中学校においては、先端技術への興味・関心を高め、進路選択の
幅を拡げるために、県内の関連企業や県立工業高等学校と連携し
た出前授業及び講演会を行います。 
県立高等学校においては、県内の情報・先端技術関連企業・大学

等の見学や出前授業、エンジニアによる実習指導により、生徒の興
味・関心の向上を図り、進路選択の幅を広げます。 

県立特別支援学校生徒 

希望進路実現支援事業の実施 

県立特別支援学校において、外部専門家によるセミナーとガイ
ダンスを実施し、児童生徒・保護者の就職への意識向上を図るとと
もに、生徒・保護者の希望や意見を聞く場を設けます。また、就職
支援サポーターを配置し実習先・進路先の開拓等を進めます。 

特別支援学校 

技能検定の実施 

県立特別支援学校高等部生徒の就職意欲を高めるとともに、企
業等に雇用を促すため、企業団体と連携して開発した認定資格を
授与する技能検定を実施します。 

特別支援学校生徒ＩＣＴ活用 

就職支援の実施 

ＩＣＴを効果的に活用し、企業等のニーズに対応できるよう生
徒のＩＣＴ活用スキルを高める職業教育を実施するとともに、テ
レワーク等を含めた現場実習の機会を確保することで、県立特別
支援学校高等部生徒の進路選択の幅を広げます。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

キャリア体験活動の 

実施 

県立高等学校における職業や進路研

究等に関する体験活動への参加率 

97.4％ 

（R6 年度） 

100％ 

（R8 年度） 

就職意欲の向上 
県立特別支援学校高等部（本科）に

おける就職希望率 

33.8％ 

（R7 年度） 

49％ 

（R8 年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(1) 今日的な教育ニーズへの対応 ≪施策１５≫  

教育イノベーション推進課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● デジタル化の急速な進展、児童生徒・学生の興味・関心や進路希望等の多様化等に伴い、様々

な教育ニーズに対応する必要があります。  

● 国際化の進展に伴い外国人の子どもや帰国児童生徒が増加していることから、日本語指導、適

応支援等個々の状況に応じた支援を推進する必要があります。 

＜施策の方向＞ 

○ 多様な教育ニーズに応じるため、県立高校の特色化を推進するとともに、中学生が適切な進路

選択ができるよう県立高校における情報発信力の向上を図ります。 

○ プログラミング的思考力を育成するため、小・中・高等学校の発達段階に応じたプログラミン

グ教育を推進します。また、幅広い分野で新たな価値を創出する資質・能力を子どもにバランス

よく身に付けることができるようＳＴＥＡＭ教育※等の教科等横断的な学習を推進します。 

（※  ＳＴＥＡＭ教育：ＳTＥＡＭは、科学（Science）、技術（Technology）、工学（Engineering）、芸術・文化・倫理等（Arts）、数学

（Mathematics）の頭文字。各教科での学習を実社会での問題発見・解決に生かしていくための教科等横断的な教育。） 

○ 外国人の子ども等日本語指導を必要とする子どもへの対応として、個に応じた指導を実施する

ための学校の指導体制や市町村の体制づくりを支援する取組を推進します。  

◇ 生徒の多様な興味・関心、能力・適性、進路希望などに応じた教育を展開するための積極的な

改革を推進するとともに、入学者選抜制度の改善・充実を図ります。 

◇ 県立高等学校等が各地域における人材育成の核として役割を果たし続けることができるよう、

地域や時代のニーズに対応した学科・コースの構成等について研究します。 

◇ 学習指導要領において、情報活用能力が学習の基盤となる資質・能力として示されたことを踏

まえ、小・中学校９年間を通した組織的・系統的な情報活用能力の育成に向けた教育の推進を図

ります。 

◇ 地域の経済社会の発展を支える産業イノベーション人材の育成に向けた高等学校教育改革に

取り組みます。 

◇ 日本語指導が必要な児童生徒への適切な教育の機会を確保するための支援を行います。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

県立高校活性化の推進 
活性化戦略本部の指導・助言及び活性化チームと各学校との連携

により、県立高等学校の活性化を総合的かつ戦略的に推進します。 

学科・コースの充実 

県立高等学校に対する調査やヒアリング等により、特色ある学

科・コースの現状と課題を把握し、地域や学校・生徒の実態等に応

じて、学科・コースの充実を図るとともに、普通科の特色化を推進

します。 

入学者選抜制度及び 

転編入学制度の改善 

受検生の多様な個性を様々な角度から評価するため、推薦入学制

度や特色化選抜制度、各校の特色に応じた学校独自の面接、作文又

は実技を行う個性重視の特別試験などを実施します。また、入学者

選抜出願手続をＷＥＢ上で行うシステムを活用し、生徒及び保護者

等の利便性向上を図ります。 

高校教育改革による 

理系人材等の育成 

地域経済の発展を支える産業イノベーション人材を育成するた

め、拠点校において先行的に高校教育改革を推進し、その成果等を

県内高等学校へ普及する取組に着手します。 

情報活用能力向上事業の実施 

小・中学校における情報活用能力の向上に向けて、小・中学校９

年間で組織的・系統的に取り組むカリキュラム・マネジメントに基

づいた実践的な研究の支援を行い、成果や実践事例を普及します。 

情報実習環境の整備 

「情報Ⅰ」を履修する全ての県立高等学校において、プログラミ

ングを活用して生活における諸問題への解決力を養う学習活動が

できる実習環境を整備します。 

日本語指導が必要な帰国・外国人

児童生徒等への支援体制の充実 

＜重点事業１４＞ 

小・中学校における日本語指導が必要な児童生徒の学びを保障す

るため、支援員の配置や学習支援アプリの導入を支援します。また、

日本語指導担当教員に対するアドバイザーの派遣及び指導力向上

研修を実施します。 

県立高等学校において、日本語指導者及び学校生活サポーターを

配置し、日本語指導が必要な生徒への支援を行います。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

プログラミングによる 

課題解決力の向上 

プログラミング学習を課題解決等

に応用する意欲の高い生徒の割合

（県立高等学校） 

84.0％ 

（R6 年度） 

85% 

 (毎年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(2) 学校教育のＩＣＴ化 ≪施策１６≫ 

教育イノベーション推進課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 全ての子どもが等しく学校教育のＩＣＴ化の恩恵を受けられるよう、教育環境の整備を図る必

要があります。 

＜施策の方向＞ 

○ 日常的なＩＣＴの活用や緊急時の「学びの保障」に対応するため、必要なＩＣＴ環境の整備を

図ります。   

○ 感染症や災害等における学習の継続、様々な学習上の困難を持つ子どもへの対応等の「学びの

保障」のため、ＩＣＴの持つ特性を最大限活用する取組を推進します。 

◇ ＩＣＴ環境の整備を進め、学習・指導方法の改善や効率化を行い、教員の指導力の向上を図る

とともに、児童生徒の主体的・対話的で深い学びの充実を図ります。 

◇ 児童生徒の実態、発達段階に応じてこれまでの授業実践とＩＣＴ活用の最適な組合せによる授

業改善を推進します。 

◇ 教科指導以外でも、教育相談及び生徒指導並びに家庭及び関係機関との連携など様々な分野で

ＩＣＴを活用し、効率的・効果的な教育活動を行います。 

◇ 感染症や災害等による緊急時における学習の継続や様々な学習上の困難のある児童生徒への

対応などの「学びの保障」のため、ＩＣＴの持つ特性を最大限活用する取組を推進します。 

◇ ＩＣＴの技術的支援体制を整え、全ての県立学校において１人１台端末などのＩＣＴを効果的

に活用した教育活動の充実を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
推
進
事
業
〈
重
点
事
業
１５
〉 

ＩＣＴ環境整備の実施 

・義務教育段階の公立学校について、福岡県公立学校情報機器整備

基金を活用した１人１台端末の着実な更新を実施します。 

・情報、数学、理科等の教育や、ＩＣＴを活用した文理横断的な学

びを強化する学校に必要な環境を整備し、デジタル・半導体等成

長分野を支える人材を育成します。 

・教員のＩＣＴ活用をサポートする情報通信技術支援員（ＩＣＴ支

援員）を全県立学校に引き続き配置します。 

・県立特別支援学校に、児童生徒の障がいの状態や特性に応じたＩ

ＣＴ機器（分身ロボット・デジタル教科書・入出力装置等）を配

備・維持・更新します。 

・効果的な教育活動を推進するため、校務系データと学習系データ

の連携・利活用を可能とする環境を県立学校に整備します。 

教員のＩＣＴ活用指導力向上 

研修の実施 

学校教育ＩＣＴ活用推進班を中心に、各地域でのＩＣＴを活用し

た授業づくりに関する研修を支援します。 

情報活用能力向上事業の実施 

（再掲） 

小・中学校における情報活用能力の向上に向けて、小・中学校９

年間で組織的・系統的に取り組むカリキュラム・マネジメントに基

づいた実践的な研究の支援を行い、成果や実践事例を普及します。 

時間や場所を問わず視聴でき

るアーカイブ動画による学習

体制の整備 

高い指導力を持つ県立学校教員の講座を配信するとともにアー

カイブ化し、県立高等学校等の生徒が学校の枠を越え、時間や空間

にとらわれず動画を視聴できる環境を整備し、より多彩な希望進路

や興味関心に応じた学習機会を提供します。 

生徒の学習データの 

蓄積・分析 

生徒の学習データを蓄積・分析するデジタル採点システムを活用

し、個々の生徒に合わせた指導や授業の改善を実施します。 

情報実習環境の整備（再掲） 

「情報Ⅰ」を履修する全ての県立高等学校において、プログラミ

ングを活用して生活における諸問題への解決力を養う学習活動が

できる実習環境を整備します。 

  
 
 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

県立高等学校における 

ＩＣＴの効果的な活用

による教育の充実 

ＩＣＴを活用した学びにより学習

意欲が高まった生徒の割合 

79.4% 

（R6 年度） 

90％ 

（R9 年度） 
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Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(3) 子どもの安全確保 ≪施策１７≫         高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

学校安全総合支援事業 

（生活安全・交通安全・災害安全） 

の実施 

大学教授や安全教育３領域（生活安全・交通安全・災害安全）の

専門家及び教育関係者等で組織した安全教育推進委員会を設置し、

実効性のある学校安全教育を行う上での課題やその解決策等につ

いての内容や方法等について協議します。 

また、市町村教育委員会を単位としたモデル地域を指定し、地域

全体での学校安全推進体制の構築を図るとともに、県内へその仕組

みや取組の好事例を普及することにより、学校安全の取組の推進を

図ります。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

交通安全教育の推進 

交通安全教室（高等学校は二輪車

安全教室を含む。）を実施している

学校の割合 

小 100％ 

中 100％ 

高 100％ 

（R7 年度） 

小 100％ 

中 100％ 

高 100％ 

（毎年度） 

防災教育の推進 
災害時の児童生徒の引渡し手順・

ルールの策定率（小・中学校） 

93.4％ 

（R7 年度） 

100％ 

（R8 年度） 

 

  

＜現状・課題＞ 

● 全国で登下校中の子どもが交通事故や不審者等による事件の被害者となる事態が発生している

ほか、大雨、台風、地震等、災害の発生が増加しており、子どもの安全確保が課題となっていま

す。 

＜施策の方向＞ 

○ 学校、家庭、地域、警察等の関係機関が連携し、学校における防犯教育や子どもの安全を確保

する取組の充実を図ります。  

○ 子どもが自らの判断で、安全を確保する能力を身に付ける防災教育を推進します。 

◇ 児童生徒の安全に関する現状や課題を把握し、教職員、保護者、地域及び関係機関が一体となっ

た地域ぐるみの学校安全体制の構築を図ります。 

◇ 学校安全について先進的な指導方法や教育手法を研究し、その成果を普及することで、児童生
徒の安全に関する資質・能力を育成します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(4) 学校施設の整備・充実 ≪施策１８≫                      施設課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

学校施設の 

老朽化対策の推進 

県立学校については、「福岡県公共施設等総合管理計画」を踏ま

えて策定した「福岡県立学校施設長寿命化計画」（平成 30 年 3 月）

に基づき、改築や改修などの老朽化対策を計画的に実施します。 

市町村に対しては、老朽化対策が円滑に進むよう国の方針や補助

制度などの情報を提供します。 

学習環境の整備 
県立高校の特別教室や体育館等への空調設備の整備を計画的に

実施します。 

 

  

＜現状・課題＞ 

● 学校施設、社会教育施設の多くが建設後 30 年以上経過していることから、計画的な老朽化対策

が求められます。  

＜施策の方向＞ 

○ 老朽校舎等の改築や長寿命化改修、グラウンド造成等により、学校施設等の整備・充実を図り

ます。 

◇ 学校施設の安全性及び快適性を確保するため、老朽化対策を推進します。 

◇ 県立高校の体育館等へのエアコン設置を推進します。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(5) 厳しい教育環境にある子どもへの支援 ≪施策１９≫   

財務課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

高等学校等奨学金助成事業の実施 
経済的理由により修学が困難な生徒に対して、奨学金を無利子で

貸与する福岡県教育文化奨学財団に助成を行います。 

高等学校等就学支援金事業の実施 
高等学校等に通う生徒に対して、高等学校等就学支援金等を支給

することにより、公立高等学校等の授業料を実質無償とします。 

高校生等奨学給付金事業の実施 
高校生等がいる低・中所得世帯を対象に、返還の必要がない高校

生等奨学給付金を支給します。 

児童生徒を取り巻く 

生活環境改善事業の実施 

＜重点事業１６＞ 

貧困をはじめとする家庭環境の問題や生徒指導上の諸課題に対

応するため、学校に教員以外の専門スタッフ（スクールソーシャル

ワーカーや生徒指導支援スタッフ）を配置・派遣します。特に全中

学校区へのスクールソーシャルワーカーの配置に向け、市町村に対

する支援の充実を図ります。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

スクールソーシャル 

ワーカーの配置 

スクールソーシャルワーカーを配

置している中学校区の割合 

99.0％ 

（R7 年度） 

100％ 

（R8 年度） 

 

＜現状・課題＞ 

● 本県は、全国と比較して就学援助や高校生等奨学給付金の受給割合が高く、厳しい就学環境の

中で学習する子どもたちへの支援が求められています。 

＜施策の方向＞ 

○ 学ぶ意欲のある子どもが経済的理由で修学を断念することがないよう、高等学校等就学支援金

事業、高等学校等奨学金助成事業及び高校生等奨学給付金事業等に取り組みます。 

○ スクールソーシャルワーカー等専門スタッフ及び警察・教育支援センター・福祉等関係機関と

連携し、生活環境や教育環境の改善に向けた支援等の充実を図ります。  

◇ 生徒の学ぶ意欲に応える奨学金事業を円滑に実施します。 

◇ 全ての生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等就学支援金事業や返還の必要がない

高校生等奨学給付金事業を着実に実施します。 

◇ 貧困をはじめとする厳しい環境の中で過ごしている子どもに対し、教育環境の改善に向けた支

援等の充実を図ります。 

 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 

-36-



Ⅰ 教育の充実 

４ 教育環境づくり 
 
 

(6) 教員の指導力・学校の組織力の向上 ≪施策２０≫     

教職員課、教育イノベーション推進課、高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、体育スポーツ健康課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● ＩＣＴを活用した教育や実践的な英語教育等を推進するため、教員の指導力向上が求められ

ています。  

● 学校現場における様々な課題に対応していくため、幅広い視野を持ち、実践的指導力のある

人材を確保していく必要があります。 

● 学校の抱える課題が複雑化・多様化し、その役割が拡大する中、授業改善や教育活動の一層

の充実が求められており、教員の長時間勤務が課題となっています。  

＜施策の方向＞ 

○ ＩＣＴを活用した教育活動の推進のため、学校において求められる立場、役割、資質・能力

に応じた研修の実施等、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図ります。 

○ ネイティブ英語教員及び英語活動指導員による公開授業や研究協議を行い、英語教員の指導

方法の改善・充実を図ります。 

○ 採用試験の工夫改善、大学等と連携した教員養成の充実を図ります。 

○ 教員の指導力向上のため、学校において求められる立場、役割、資質、能力に応じた研修を

実施するとともに、校内研修・自主研修の推進、大学や教職大学院等と連携した研修等の充実

を図ります。 

○ スクールカウンセラー等多様な専門スタッフの活用により、学校の組織力を高め、教員が子

どもの指導に専念できる環境の整備を進めます。 

○ 教職員のワーク・ライフ・バランスの取れた生活を実現し、健康でやりがいを持って働くこ

とができる環境を整備するとともに、「教職員が子どもと向き合う時間」を十分に確保し、学校

教育の質の維持・向上を図ります。  

○ 県立学校に部活動指導員を配置するとともに、政令市を除く市町村（学校組合）立学校への

配置に係る補助事業を実施し、教職員の負担軽減に向けた取組を推進します。  

○ 生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理するシステム並びに教員間の情報共有のための学

校用グループウェアを普及・推進し、学校の業務改善に取り組みます。  

◇ 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備を進めていく中、優秀な教員を確保するた

め、採用試験の工夫改善を行うとともに、教員の適切な評価により、人材育成・能力開発や適

材適所の人事配置を図ります。 

◇ キャリアステージに応じて求められる資質・能力を明確にした教員育成指標（令和 7 年 12

月改訂）に基づき、研修の充実を図ります。また、学校管理職による、研修履歴を活用した対

話に基づく受講奨励、自己の課題に応じた動画等コンテンツの充実等により、教員の主体的な

学びを推進します。 

◇ 校長のリーダーシップ等のマネジメント能力、教員としての使命感や社会性、専門的な知識・

技能を高めるための研修の充実を図るとともに、メンタルヘルス対策など、教員に対するサポ

ート体制の充実を図ります。また、児童生徒の個別の教育的ニーズに応じた指導や支援の徹底

を図ります。 

◇ 教育職員の働き方改革取組指針（平成 30 年 3 月策定（令和 8 年 3 月改定））に基づき、教育

職員が担うべき業務に専念できるよう、勤務時間管理の適正化や学校現場における業務改善、

校務を情報化することによる効率化等、教育職員の働き方改革を進めます。 

◇ 教師の魅力発信のための大学等と連携したセミナー等を行うことで、教師人材の確保を図り

ます。 

◇ 教員の業務効率化や柔軟な働き方を推進するネットワーク環境を整備します。 

 

◇ 情報漏洩や不正アクセス等の防止を図るため情報セキュリティの確保を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

教員採用試験の改善・充実 

及び大学等との連携 

・教員採用試験においては、豊富な経験・知識を有している社会人や、新
しい課題に対応できる優秀な人材を確保する観点から、特別選考の拡充
など採用試験の工夫改善を図ります。 

・養護教員採用試験に小学校教員の併願区分を新設するとともに、小学校
教諭免許取得に係る費用を助成します。 

・教員を志望する者を増やすため、本県学校教育の魅力を紹介する説明会
や、新たな人材の発掘に向けたセミナーを実施するなど、大学等と連携
した取組を強化します。 

教員の資質の向上 

教員育成指標を踏まえて策定した教員研修計画のもと、ＩＣＴを活用し
つつ、校内研修などの授業実践に基づく学びを推進するとともに、様々な
機関が行う校外研修の中から、教員が主体的に選択して受講することで、
効果的な教員の資質向上を図ります。 

若年教員の育成の充実 
県立学校における育成方針、指導体制及び育成プログラムに基づき、若

年教員の効率的・効果的な育成の充実に取り組みます。 

社会体験研修等の 

長期派遣研修の充実 

研究機関や大学、民間企業等での長期間の研修を実施し、教員に幅広い
社会的素養を身に付けさせ、教員としての資質・能力の向上を図ります。 

教員評価の充実 
人事評価制度を活用し、教員の能力開発と人材育成を図り、適切な人事

配置を行うことにより、教員の意識改革や資質・能力の向上及び学校の活
性化を積極的に推進します。 

教職員の働き方改革の推進 

＜重点事業１７＞ 

・勤務時間管理システムを活用して、県立学校における勤務実態を把握し、
管理職による適切な業務・健康管理を実施するとともに、教職員の意識
改革を推進し、長時間勤務の改善につなげます。 

・心身に悩みを抱える教職員を対象とする各種相談事業及び管理職や中
堅教員を対象とするストレスマネジメント研修を実施します。 

・働き方改革に関する好事例の収集を行い、取り組みやすく効果が期待
できる取組事例を各学校へ紹介します。 

・校務の様々な情報を教員間で共有する学校用グループウェアの活用促進
のための研修を実施するとともに、児童生徒の出欠や成績処理等の情報
を一元管理するシステムを効果的に運用し、校務の標準化と効率化を進
めます。 

・教員のＩＣＴ活用をサポートする情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）
を全県立学校に引き続き配置します。（再掲） 

・教員の負担軽減に向け、中・高等学校及び特別支援学校等への部活動指
導員配置等と併せ、平日部活動の地域展開の実証事業を実施します。ま
た、各市町村が地域展開を円滑に推進することができるよう、各市町村
の課題に対応した知識や経験を有するアドバイザーを派遣します。 

・県立中・高等学校等ではデジタル採点システムを活用し、採点業務の効
率化を図ります。 

・小・中学校への教員業務支援員や副校長・教頭マネジメント支援員、学
習指導員等の配置を支援し、教員の負担軽減を図ります。 

・小学校４～６学年の体育の授業における安全性と質の向上を図るととも
に、クラス担任の負担軽減を図るため、専科教員（体育）を県独自に配
置します。 

・県立高等学校入学者選抜の出願手続をＷＥＢ上で行うシステムを活用
し、入試業務の効率化及び教職員の負担軽減を図ります。 

・県立学校において教員での対応が困難な事例に対応するため、スクール
ロイヤーを活用した法務相談体制を構築します。 

・ロケーションフリーなネットワーク環境を整備し、教師用端末をポータ
ブル化することにより、業務効率化を図ります。 

教職員の情報セキュリティ 

意識の向上 

個人情報漏洩等の事故を防ぐために、管理職や情報担当者を対象とした
研修を実施し、情報セキュリティに対する意識の向上を図ります。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

県立学校教育職員の 
長時間勤務の改善 

時間外在校等時間注１）が次の時数
以内の教育職員の割合 
①月 45 時間 
②年 360 時間 

①77.9% 
②58.5% 

（R6 年度） 

①100% 
②100% 

 （毎年度） 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

注 1）時間外在校等時間：勤務時間外の「超勤４項目」以外の業務も含めて、教師が校内に在校している時間及び校外での業務の時間を

外形的に把握した上で合算し、そこから正規の勤務時間、休憩時間及び業務外の時間を除いたもの 
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Ⅱ スポーツ立県福岡の実現 

１ 未来へはばたく青少年の応援 
 
 

(1) 次世代の競技者の育成 ≪施策２１≫                体育スポーツ健康課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

ジュニアアスリート育成・ 

ジュニアスポーツボトムアッ

プ推進・競技団体等活性化 

事業の実施 

＜重点事業１8＞ 

国際大会等世界の舞台で活躍するなど、スポーツの力で県民に夢や感
動を与えることができるトップアスリートを輩出するため、スポーツに
取り組む小・中学生の発掘から始まる各年代の「一貫指導システム」を
構築します。 
・小・中学生の発掘育成活動などを支援 
・競技団体から推薦された、中・高校生アスリートの海外遠征を支援 
・国民スポーツ大会ふるさと選手の強化活動などを支援 
・競技団体のガバナンス強化に向けた活動を支援 
・映像分析ソフト等を活用した医・科学サポート体制を支援 
・選手のコンディションの向上を図る体制の構築を支援 
・女性アスリートの遠征合宿などを支援 
・女性指導者養成及びスポーツ団体におけるジェンダー平等を推進する
ためのセミナーを実施 

・中学校部活動において普及が困難な競技に触れる体験会や交流会を実
施（小・中・高生対象） 

・競技人口確保のための育成合宿に対する支援 

競技スポーツ振興事業の実施 
本県の競技力向上を図るため、指導者等に最新のスポーツ振興方策や

スポーツ医・科学に関する情報提供、スポーツ・インテグリティの確保
に関する研修会の実施等を通して、指導者の資質向上を推進します。 

県立体育・スポーツ施設 
の整備と活用促進 

総合プール等の施設設備を整備します。また、スポーツ医・科学を活
用した相談事業を実施します。 

世界を見据えた 
県内アスリートの育成 

海外選手の招聘・育成・海外選手との交流による県内アスリートの強
化・育成のため、アクシオン福岡を拠点とした国内最高峰のトレーニン
グセンター開設に向けた改修の基本計画の策定、基本・実施設計を実施
します。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

競技スポーツの振興 国民スポーツ大会における男女総合成績順位 9 位 
（R7 年度） 

8 位 
（毎年度） 

女性アスリートの育成 国民スポーツ大会における女子総合成績順位 10 位 
（R7 年度） 

8 位 
（毎年度） 

 

＜現状・課題＞ 
● 青少年が持つ能力や個性を伸ばし、スポーツ・文化芸術の分野において次代を担う人材を育成する
取組の推進が必要です。 

 
＜施策の方向＞ 
○ オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模スポーツ大会での活躍が期待される、本県ゆか
りのトップアスリートに対し、国内外で十分な強化活動ができるよう支援します。 

○ 福岡県タレント発掘事業への参加者を拡大し、より多くの対象者の中から高い競技適性を有する人
材の発掘を行います。また、そのノウハウを競技団体と共有することにより、競技適性に応じた人材の
発掘システムを構築し、競技力の向上に取り組みます。 

○ 全てのアスリートが質の高いコーチングを受けることができる環境を整備するため、中央競技団体
等と連携し、世界に通用するトップアスリートを育成する一貫指導システム（主として小・中・高・大
学生年代）の構築を図るとともに、そのシステムを県内の指導者に普及します。 

◇ 県民に夢や感動を与えるトップアスリートを育成し、本県の競技力向上を図るため、関係機関・団体
と連携して、一貫指導システムの構築を推進するとともに、指導者の資質向上やスポーツ情報の活用促
進、「健全性・誠実性・高潔性」といったスポーツ・インテグリティの確保に関する研修に取り組みま
す。 

◇ ジュニアや大学・社会人、女性アスリートの育成強化を行うとともに、県立体育・スポーツ施設の整
備に取り組みます。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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Ⅲ 共助社会づくり、生涯学習の推進 

１ 生涯学習の推進 
 
 

(1) 社会教育の推進 ≪施策２２≫                        社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● ＰＴＡ、子ども会、婦人会等社会教育団体による活動や公民館、図書館等社会教育施設におけ

る学習機会及び情報の提供は、生涯学習・社会教育を推進する上でも重要な役割を果たしていま

す。 

● 地域社会のつながりや支え合いの希薄化等により地域の教育力が低下し、学校が抱える課題が

複雑化、多様化する中で、さらに学校、家庭、地域が連携して子どもの育成に取り組む必要があ

ります。 

● 感染症対策やＩＣＴ化の進展により、オンライン学習等新しい生活様式に対応した学習環境を

整えることが必要です。 

＜施策の方向＞ 

○ ＩＣＴを活用しながら、社会教育に関する多様な学習機会や情報の提供、相談体制の充実を図

るとともに、学習成果の活用を促進します。 

○ 県立社会教育施設の機能の充実を図り、県民の学習ニーズに即した学習プログラムの開発に取

り組みます。 

○ ＰＴＡ、子ども会、婦人会等の関係機関・団体との連携・協力体制を強化します。 

○ 社会教育活動の活性化に向けた人的ネットワークの構築を図るとともに、その中核となる社会

教育主事等の社会教育関係職員の一層の資質向上を図ります。 

◇ ＩＣＴを活用しながら、県民の学習ニーズや現代的課題に対応した学習機会や情報を提供する

とともに、学習成果を活用する機会の充実を図ります。 

◇ 県民の学習ニーズに即した学習プログラムの開発に取り組むことにより、県立社会教育施設の

機能充実・利用促進を図ります。 

◇ 社会教育関係職員の資質向上と、関係機関・団体との連携・協力体制を強化することにより、

社会教育活動の活性化を図ります。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

県立社会教育総合センター等での

学習情報の提供及び学習相談の充実 

「ふくおか社会教育ネットワーク」の活用等をはじめ、社会教育

に関する情報提供や学習相談の充実を図ります。 

県立社会教育施設の 

機能充実・利用促進 

・ＩＣＴを活用しながら、県民の多様な学習ニーズに即した学習

プログラムの開発や地域学校協働活動、体験活動、家庭教育支

援等の現代的課題に対応した事業を実施し、施設の機能充実・

利用促進を図ります。 

・県立社会教育施設において、近隣大学と連携してボランティア

の養成・登録を推進し、ボランティア活動の促進を図ります。 

・県立図書館において、電子書籍を含むデジタル資料の充実に努

めます。 

社会教育関係職員の資質向上 

社会教育・生涯学習関係職員等研修会や公共図書館等職員研修

会、県社会教育主事等研修会等を実施し、社会教育関係職員の資質

向上を図ります。 

ふくおか社会教育応援隊事業の実施 

＜重点事業１９＞ 

「ふくおか社会教育応援隊（県社会教育主事等）」が、市町村規

模あるいは広域で活躍する機関・団体等が実施する社会教育関連

事業に対し、効果的・効率的な運営を支援することにより、地域に

おける社会教育活動の充実及び活性化を図ります。 

社会教育関係団体等に対する 

育成支援・補助 

社会教育関係団体が実施する研修会等において、講義や指導助

言などの活動支援を行うとともに、団体助成金を交付します。 

ＮＰＯやボランティア団体との 

連携・協力の推進 

ＮＰＯやボランティア団体との連携強化を図るため、「みんなで

育もう！ふくおかの子ども育成支援フォーラム」や「中国・四国・

九州地区生涯教育実践研究交流会」を開催します。 

 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

県立社会教育施設の

利用 

県立社会教育施設の利用団体数 

（社会教育総合センター、英彦山青年の

家、少年自然の家「玄海の家」） 

1,790 団体 

（R6 年度） 

1,900 団体 

（R8 年度） 

県立図書館の利用 
県立図書館の年間貸出冊数 

（電子書籍を含む。） 

487,287 冊 

（R6 年度） 

460,000 冊 

（R8 年度） 

ふくおか社会教育 

応援隊事業の実施 

ふくおか社会教育応援隊事業における社

会教育主事等の派遣回数 

960 回 

（R6 年度） 

1,200 回 

（R8 年度） 
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Ⅳ 文化芸術の振興 

１ 文化芸術の振興 
 
 

(1) 文化芸術活動の推進、文化芸術を育む人材の育成 ≪施策２３≫     

文化財保護課、高校教育課、社会教育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

＜現状・課題＞ 

● 誰もが生涯を通じて、経済的状況や居住する地域、障がいの有無にかかわらず、等しく文化

芸術活動に親しむことができる環境を充実させることが重要であり、文化芸術に親しむ機会の

充実や、美術館等の文化施設の充実が望まれています。 

● 過疎化や少子高齢化等社会状況の変化により、地域の活力の低下が懸念され、文化芸術の担

い手や文化芸術活動を支える人材の減少等、豊かな伝統や文化の継承が困難な状況も見られま

す。 

● 文化の振興を観光の振興や地域活性化につなげ、この経済効果が文化の振興に再投資される

好循環を創出するため、国や関係自治体、地域住民等と連携し、地域の文化財や世界文化遺産

をはじめとした県内の文化資源の保存・活用の取組をさらに進める必要があります。 

＜施策の方向＞ 

○ 県立美術館の所蔵品を県内の文化施設等で公開する移動美術館展の開催やインターネット上

で所蔵品を鑑賞することができるバーチャル美術館の開設等、美術鑑賞の機会の充実を図りま

す。 

○ 県立美術館において、県民から広く作品を公募する福岡県美術展覧会を開催し、県民の創作

意欲を高め、美術活動の推進を図ります。 

○ 福岡県高等学校芸術・文化連盟及び福岡県中学校文化連盟が開催する福岡県高等学校総合文

化祭や福岡県中学校総合文化祭等を支援し、学校の文化部活動の活性化を図ります。 

○ 文化財の適切な保存に取り組みます。また、地域の文化財の価値や魅力を高め、観光振興、

地域振興の分野と連携した文化財の多面的な活用に取り組みます。 

○ 九州歴史資料館における県民向け講座の開催等、文化財を活用した教育普及活動に取り組み

ます。 

○ 九州歴史資料館において、学芸員資格取得を目指す博物館実習生や学生のインターンシップ

等を受け入れます。また、子どもたちの文化財への興味関心を高めるため、学校への出前講座

や体験学習を行います。 

◇ 次代を担う子どもたちの創造性を育み、多様な個性と豊かな人間性の形成を図るため、関係

機関との連携を強化しながら、子どもの文化芸術活動を推進します。 

◇ 県立美術館の機能充実に努め、県民の鑑賞・創作活動の促進を図ります。 

◇ 「福岡県学校部活動の在り方に関する指針（改訂第２版）」及び「福岡県における地域クラブ

活動の構築に向けたガイドライン」に則った学校部活動や地域クラブ活動の適正な運営、部活

動指導員等を活用した指導体制づくり等により、生徒が継続して文化・芸術活動に親しむこと

ができる環境の構築を図ります。 

◇ 歴史と伝統に培われた貴重な文化財を永く後世に伝えるため、福岡県文化財保護大綱を踏ま

え、保護活動の充実を図り、情報提供や文化財に対する理解を深める施策を推進します。 

◇ 県民一人一人が、地域の身近な文化財の価値を認識し、大切にしていく想いを共有できる文

化財保護の基盤の構築に努めます。 

◇ 地域に根ざした文化財の保存・活用を推進し、県民と共に多彩な文化財を育みながら、未来

への継承を図ります。 

◇ 県内各地域の文化財を保存・活用していくために、地域との積極的な連携による、地域主体

の文化財保護を推進します。 

総合計画の内容 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

子どもの文化芸術鑑賞・体験の 

機会の充実 

子どもの文化活動の発表や舞台芸術を鑑賞する機会を提供する

ほか、県内小・中学校等に芸術家等を派遣し、様々な文化芸術を体

験する機会を提供します。 

県立美術館の機能の充実 

展覧会事業や貸館事業の実施、インターネット上で県立美術館の

所蔵品を鑑賞できる「バーチャル美術館」の公開等、県民の鑑賞・

創作活動の充実を図ります。 

また、美術講演会、ワークショップ、移動美術館、鑑賞教育プロ

グラムの実施等により教育・普及活動の充実を図ります。 

高等学校芸術・文化連盟、中学校

文化連盟への支援 

高等学校芸術・文化連盟、中学校文化連盟への助成金の交付や情

報提供等により、事業活動を支援します。 

デジタル技術導入による文化財の

保存・活用の推進 

＜重点事業２０＞ 

自然災害等の文化財消滅の危機的状況を踏まえ、デジタル技術導

入による文化財の保存・活用を推進します。 

九州歴史資料館の利用促進、 

調査・研究の充実 

常設展示内容を充実するとともに、時宜をとらえた特別展や企画

展を開催するほか、小・中学校における学習段階に応じた出前授業

や子ども向けイベントなどを実施します。 

「西の都」大宰府未来創造事業の

実施 

＜重点事業２１＞ 

関係市町と連携しながら大宰府史跡の調査研究、次代の人材育成

及び地域交流を促進し、大宰府史跡発掘６０周年（令和１０年度）

に向けて、取組の成果を県民へ広く発信します。 

旧福岡県公会堂貴賓館 

魅力向上推進事業の実施 

重要文化財旧福岡県公会堂貴賓館の更なる活用を図るため、指定

管理者と連携・協力し、屋外ナイトコンサートやフラワーイベント

などを実施することにより、文化財や観光資源としての魅力向上を

図ります。 
 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

県立美術館の利用 県立美術館入館者数 
134,241 人 

（R6 年度） 

160,000 人 

（R8 年度） 
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Ⅴ 人権が尊重される心豊かな社会づくり 

１ 人権教育・人権啓発の推進 
 
 

(1) 人権教育の推進 ≪施策２４≫ 高校教育課、義務教育課、特別支援教育課、人権・同和教育課 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状・課題＞ 

● 人権に対する認識は高まっていますが、依然として、同和問題（部落差別）をはじめ、女性、
子ども、高齢者、障がいのある人等に対する偏見や差別が、社会生活の様々な場面において存
在しています。 

● 同和問題（部落差別）に関しては、現在もなお差別落書きや差別につながる土地の調査等の
差別が存在し、インターネットの普及をはじめとした情報化の進展に伴って部落差別に関する
状況の変化が生じています。特に、インターネット上では、個人や団体を誹謗中傷する      
書き込み、不当な差別的取扱いを助長・誘発する目的で同和地区の所在地情報を流布する等の
問題が発生しています。 

● 女性、子ども、高齢者、障がいのある人等に対する暴力・虐待等深刻な人権侵害も依然とし
て発生しています。また、性的少数者に対する偏見や差別等の人権問題が顕在化しており、特
定の民族や国籍の人々を排斥する差別的な言動、いわゆるヘイトスピーチ等も課題となってい
ます。 

● インターネットの普及に伴い、その匿名性、情報発信の容易さから、インターネット上で     
プライバシーを侵害したり、差別を助長する表現の書き込みを行ったりする等の問題が発生し
ています。 

● 近年、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」や「本邦外出身者に対する不当
な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」「部落差別の解消の推進に関する法律」
といった個別の人権課題についての法整備が進み、本県においては「福岡県障がいを理由とす
る差別の解消の推進に関する条例」や「福岡県部落差別の解消の推進に関する条例」を施行し
ています。 

＜施策の方向＞ 

○ 人権尊重の意識や行動が定着するよう、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」「福岡
県人権教育・啓発基本指針」に基づき、あらゆる機会をとらえて人権教育・人権啓発を推進し
ます。 

○ 学校教育においては、自他の人権を守ろうとする実践力を持った子どもを育成するため、指
導内容及び方法を開発する研究実践を行い、教育活動全体を通じた人権教育を推進します。 

○ 教職員については、特に人権への配慮が必要とされており、職種や職務に応じた職員研修を
実施するとともに、各職場や関係機関等において実施される研修が充実したものとなるよう、
情報の提供等積極的に支援します。 

○ 同和問題（部落差別）について、学校や地域、家庭において、部落差別に関する差別意識の
解消に向けた教育を推進します。 

○ 性的指向や性自認を理由とした偏見や差別をなくし、性的少数者が、安心して生活し、活躍
できるよう、性の多様性に関する正しい理解と認識を深めるための啓発を推進します。 

○ 日本人と外国人が異なる文化や価値観等を理解し、ともに暮らす社会づくりのために、   
国際理解のための啓発を推進します。また、ヘイトスピーチは許されないという認識を広め、
その解消を図るための人権教育・啓発を推進します。 

○ ホームレス、犯罪被害者の人権問題や拉致問題等について、様々な機会を捉えた人権教育・
啓発を推進します。 

○ インターネットによる人権侵害については、名誉やプライバシーに関して正しく理解し、法
律を守ることはもちろん、一人一人がルールやマナーを守り、人権を侵害する情報をインター   

ネット上に掲載することがないよう、法務局等の関係機関と連携し啓発を推進します。また、
児童生徒が、インターネット上の様々な情報の中から、真偽を主体的に判断し、必要なものを
的確に選別・活用できる能力や適切に行動するための基本となる考え方及び態度を培うための
教育の充実と保護者への啓発を推進します。 

総合計画の内容 
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令和８年度 主な取組・事業  

取組・事業名 概    要 

人権が大切にされた社会をめざす

生徒のリーダーシップ育成事業の

実施＜重点事業２２＞ 

県内の公立学校の生徒に対し、人権問題に関する有識者等による

講義や演習及び様々な地域・校種の参加者と交流する探求型のセミ

ナーを実施することで、自他の人権を尊重する意識・意欲・態度を

高めるとともに、学校や社会にある様々な人権問題を主体的に解決

していくための能力を育成します。 

人権教育実践交流会・人権教育 

指導者養成連続講座の実施 

多様な校種や職種での実践交流や研究協議を行い、学校教育及び

社会教育において、様々な人権問題に関する、より高度な課題解決

能力や指導方法を探求する機会を設けます。 

人権教育コーディネーター 

養成講座の実施 

市町村職員などを対象として、人権に関する学習活動の企画・立 

案・実践に携わる人権教育指導者を養成する研修会を開催し、本県

の人権教育の充実を図ります。 

男女共同参画教育の推進 

 小・中学校においては、各教育事務所における研修会や校内研修 

で「男女共同参画教育指導の手引」（平成 31 年 3 月改訂版）を活用

することにより、豊かな心、性差の正しい認識、自立する力、実践

的態度などの資質・能力を育てる教育活動を推進します。 

 県立学校においては、生徒の指導に当たって、教科や特別活動で、

男女がお互いを尊敬し合い、社会の対等な構成員として責任を担う

意識と態度を育てます。 

男女共同参画についての 

教員研修の実施 

 管理職や初任者などを対象に、男女共同参画教育の基本的な考え

方やねらいなどの理解、具体的な指導力を高める研修を実施しま

す。 

指  標  

指  標 指 標 の 概 要 現状値 目標値 

人権教育の推進 
人権教育推進の中核となる指導者養

成研修を修了した教員の累計人数 

612 人 

（R7 年度） 

640 人 

（R8 年度） 

 

◇ 学校の教育活動全体を通して、児童生徒の学力と進路の保障を図るとともに、人権に関する知
識や意欲・態度、実践力を身に付けるための教育を系統的、効果的に推進します。 

◇ 個別的な人権課題について、法律や「福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条
例」「福岡県部落差別の解消の推進に関する条例」等を踏まえた教育・啓発の推進とともに、性的
マイノリティの人権やハンセン病患者・元患者等に関する適切な理解の促進と必要な支援の充実
を図ります。 

◇ 人権教育に係る指導力向上等のため、「教職員の人権意識、人権教育に関する調査」結果等を踏
まえ、研修の改善・充実を図ります。 

◇ 児童虐待の早期発見に努めるとともに、「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」を踏まえ、
事案を発見した場合は、速やかに関係機関と連携して適切な対応を図ります。 

◇ 県民の人権尊重理念の理解・体得のために、体験活動を重視した学習プログラムなどの開発や、
情報提供を行います。 

◇ 地域の実情に応じた人権教育推進のための担当者研修会や指導者の育成を計画的、効果的に行
い、市町村における人権教育・啓発を支援します。 

令和８年度 施策の基本的なねらい 
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（参考）令和８年度福岡県の教育施策の指標一覧
Ⅰ　教育の充実

　1　学力、体力の向上

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

小　国語　5地区
    算数　1地区
中　国語　1地区
　　数学　1地区

小　国語　6地区
    算数　6地区
中　国語　6地区
　　数学　6地区

（R7年度） （R8年度）

小　69.0％
(全国 74.5％）

中　63.8％
(全国 70.4％）

全国平均以上

（R7年度） （毎年度）

小  50.7％
（全国 46.0％）

中  43.2％
（全国 38.1％）

全国平均以下

（R7年度） （毎年度）

小  43.2％
（全国 44.3％）

中  36.3％
（全国 40.1％）

全国平均以上

（R7年度） （毎年度）

61.1％ 60％

（R6年度） （R8年度）

52.6％ 60％

（R6年度） （R8年度）

16区分
全区分

（24区分）

（R7年度） （R8年度）

小学校男子：9.0％
小学校女子：16.9％
中学校男子：9.0％
中学校女子：23.0％

小学校男子：4.3％
小学校女子：7.5％
中学校男子：4.4％
中学校女子：10.3％

（R7年度） (R10年度)

91.6％
（全国 93.7％）

全国平均以上

（R7年度） （毎年度）

　2　豊かな心の育成

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

24人 24人

（R7年度） （毎年度）

59.5％ 60％

（R7年度） （毎年度）

87.9％ 100％

（R6年度） （毎年度）

70.1％ 80％

（R6年度） （毎年度）

小　71.1%
中　61.4%

小　75.0%
中　70.1%

（R7年度） （R8年度）

小　31.6％
中　35.5％
高  56.4％

小 28％
中 36％
高 50％

（R6年度） （R8年度）

（R6年度） （R8年度）

小  73.7％
(全国 76.4％)
中  77.6％

(全国 74.9％)
高　70.1％

（全国 76.0％）

全国平均以上

（R6年度） （毎年度）

小 39.0％
中  8.1％

小 45％
中 12％

（R6年度） （R8年度）

小  95.0％
（全国 93.3％）

中  89.9％
（全国 89.0％）

全国平均以上

（R7年度） （毎年度）

89.4％ 100％

（R7年度） （R10年度）

★

★

★

★

★

★

★

★

1

確かな学力の育成
全国学力・学習状況調査における学力上位層の構成割合が全国平均を上
回る地区数（教育事務所別）

課題解決に向けた取組
授業の中で自分たちで課題を立て、解決に向け話し合い、発表するなど
の学習活動に取り組んでいたと思う児童生徒の割合

家庭での学習習慣の定着 学校の授業時間以外に、平日の勉強時間が１時間未満の児童生徒の割合

学力向上に関する検証改善
サイクルの確立

教育課程の改善を図るための一連のＰＤＣＡサイクルを確立している学
校の割合

4 食に関する指導 朝食を食べる習慣が定着している児童の割合

5 道徳教育の推進

各地域の道徳教育の中核となる小・中学校教員の養成研修修了者数

研修会の講師等として自校以外で活動した研修終了後５年以内の道徳教
育地域指導者の割合

2 生徒の英語力

中学校卒業段階でCEFR A1レベル相当以上を達成した生徒の割合

高等学校卒業段階でCEFR A2レベル相当以上を達成した県立高等学校生
徒の割合

3

子どもの体力向上
全国体力・運動能力、運動習慣等調査における体力中・上位層の割合が
全国の割合を上回る区分数（教育事務所、小・中学校、男女別）

子どもの運動時間 １週間の総運動時間（体育授業を除く。）が60分未満の児童生徒の割合

9

不登校対策

相談・指導等を受けていない不登校児童生徒の割合

不登校から継続して登校できるようになった児童生徒の割合

小　 30.5％
中   30.0％
高   71.7％

小 39％
中 38％
高 65％

いじめの解消 いじめの認知件数のうち解消した件数の割合

6
放課後等における
体験活動の実施

放課後等に子どもの体験活動を実施している市町村の割合

7 小学校と幼稚園等の連携
幼稚園・保育所・認定こども園と合同研修会の実施もしくは校内研修で
幼保小連携を取り入れている小学校の割合

8
読書好きを育む

環境づくりの推進
読書が好きな児童生徒の割合

10
家庭・地域と連携した

規範意識育成
「児童生徒と保護者が共に学ぶ学習会」に参加した保護者の割合

11

学校、家庭、地域の
連携・協働、相互理解

コミュニティ・スクールや地域学校協働活動等によって、学校と地域や
保護者の相互理解が深まった学校の割合

コミュニティ・スクールと
地域学校協働活動の

一体的推進

コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に取り組んでいる
小・中学校の割合
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　3　個性や能力を伸ばす教育の推進

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

508人 700人

（R7年度） (毎年度）

155チーム 150チーム

（R7年度） （毎年度）

94.0％ 100％

（R6年度） （R8年度）

97.4％ 100％

（R6年度） （R8年度）

33.8％ 49％

（R7年度） （R8年度）

　4　教育環境づくり

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

84.0％ 85％

（R6年度） (毎年度）

79.4% 90%

（R6年度） （R9年度）

小　100％
中　100％
高　100％

小　100％
中　100％
高　100％

（R7年度） （毎年度）

93.4％ 100％

（R7年度） （R8年度）

99.0％ 100％

（R7年度） （R8年度）

①77.9%
②58.5%

① 100%
② 100%

（R6年度） （毎年度）

Ⅱ　スポーツ立県福岡の実現

　1　未来へはばたく青少年の応援

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

9位 8位

（R7年度） （毎年度）

10位 8位

（R7年度） （毎年度）

Ⅲ　共助社会づくり、生涯学習の推進

　1　生涯学習の推進

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

1,790団体 1,900団体

（R6年度） （R8年度）

487,287冊 460,000冊

（R6年度） （R8年度）

960回 1,200回

（R6年度） （R8年度）

Ⅳ　文化芸術の振興

　1　文化芸術の振興

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

134,241人 160,000人

（R6年度） （R8年度）

Ⅴ　人権が尊重される心豊かな社会づくり

　1　人権教育・人権啓発の推進

施策 指　　標 指　標　の　概　要 現　状　値 目　標　値

612人 640人

（R7年度） （R8年度）

★･･･総合計画と同様の指標

★

★

★

★

★

★

★

14

キャリア体験活動の実施 県立高等学校における職業や進路研究等に関する体験活動への参加率

就職意欲の向上 県立特別支援学校高等部(本科)における就職希望率

15
プログラミングによる

課題解決力の向上
プログラミング学習を課題解決等に応用する意欲の高い生徒の割合
（県立高等学校）

12 科学技術系人材の育成

高校生科学技術コンテストの参加申込者数

科学の甲子園ジュニアの参加チーム数（中学生対象）

13 特別支援教育体制の整備
個別の教育支援計画等による学校間の引継ぎの実施割合
（公立学校（園））

19
スクールソーシャル

ワーカーの配置
スクールソーシャルワーカーを配置している中学校区の割合

16
県立高等学校における
ＩＣＴの効果的な活用

による教育の充実
ＩＣＴを活用した学びにより学習意欲が高まった生徒の割合

17

交通安全教育の推進
交通安全教室（高等学校は二輪車安全教室を含む。）を実施している学
校の割合

防災教育の推進 災害時の児童生徒の引渡し手順・ルールの策定率（小・中学校）

24 人権教育の推進 人権教育推進の中核となる指導者養成研修を修了した教員の累計人数

22

県立社会教育施設の利用
県立社会教育施設の利用団体数（社会教育総合センター、英彦山青年の
家、少年自然の家「玄海の家」）

県立図書館の利用 県立図書館の年間貸出冊数（電子図書を含む。）

ふくおか社会教育
応援隊事業の実施

ふくおか社会教育応援隊事業における社会教育主事等の派遣回数

20
県立学校教育職員の
長時間勤務の改善

時間外在校等時間が次の時数以内の教育職員の割合
①月45時間
②年360時間

21

競技スポーツの振興 国民スポーツ大会における男女総合成績順位

女性アスリートの育成 国民スポーツ大会における女子総合成績順位

23 県立美術館の利用 県立美術館入館者数
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重点的に取り組む事業 

 

 令和８年度の新規の施策や「福岡県の教育施策の体系」（４ページ）に示す８の項目にお

いて、特に重点的に取り組む施策に関する事業について、以下に示します。 

 

１ 学力向上総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

２ グローバル化に対応した英語教育推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・５０ 

３ 福岡県体力向上総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

４ 福岡県部活動改革推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・・・・５１ 

５ 県産農林水産物を活用した食育推進事業（新規）・・・・・・・・・・・・・・５２ 

６ ワンヘルス教育総合推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・・・５３ 

７ 読書好きを育む環境づくり応援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

８ いじめ・不登校総合対策事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

９ 保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・５６ 

１０ 地域と一体となった学校づくり事業・・・・・・・・・・・・・・・・５６ 

１１ 「鍛
きた

ほめ福岡メソッド」総合推進事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・５７ 

１２ 特別支援教育の推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・・・・・５８ 

１３ キャリア教育総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９ 

１４ 帰国・外国籍児童生徒の教育支援事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・６０ 

１５ ＩＣＴを活用した教育推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・６１ 

１６ 児童生徒を取り巻く生活環境改善事業・・・・・・・・・・・・・・・・・６２ 

１７ 教職員の働き方改革推進事業（一部新規）・・・・・・・・・・・・・・・６２ 

１８ ジュニアアスリート育成・ジュニアスポーツボトムアップ推進・競技団体等活性化事業（一部新規）・・６３ 

１９ ふくおか社会教育応援隊事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６３ 

２０ 九州歴史資料館収蔵品デジタル化・公開事業・・・・・・・・・・・・・６４ 

２１ 「西の都」大宰府未来創造事業（新規）・・・・・・・・・・・・６４ 

２２ 人権が大切にされた社会をめざす生徒のリーダーシップ育成事業・・・・６５ 

※（一部新規）中の    の部分が新規事業を表 

＜参考資料１＞重点的に取り組む事業に関する予算概要・・・・・・・・・・・・・６６ 

＜参考資料２＞魅力ある県立高校づくり～次代を担う人財の育成に向けて～・・・・６８ 

-48-



１　学力向上総合推進事業 義務教育課・特別支援教育課・社会教育課

県、市町村、学校が一体となった学力向上の取組を総合的に展開することにより、児童生
徒の実態に即した取組を強化して、確かな学力を育みます。

　　　
事業費：410,903千円　

【家庭教育を支援する取組】

◆学習習慣の定着に関する啓発等

・県社会教育主事等が家庭教育に関するリーフレット

を活用し、学力の基盤となる基本的生活習慣や家庭

での学習習慣の定着について、保護者等への情報提

供及び啓発

◆県ＰＴＡ連合会と連携した取組

・PTAが実施する‟新”家庭教育宣言等における基本的

生活習慣の定着を図る取組の奨励

【学校と地域の効果的な連携・協働】

◆地域学校協働活動事業

・地域学校協働本部を設置し、学校支援、学習支援等

を実施する市町村を支援

・地域学校協働活動推進員、協働活動サポーター等

研修会の開催

◆コミュニティ・スクールの推進・充実

・コミュニティ・スクール導入後の取組の充実に向け

た研修会の開催

学校、家庭、地域の連携・協働

確かな学力の育成

教員の指導力の向上
市町村・学校の

学力向上推進体制の整備

◆学力向上プラン及びロードマップを活用した
検証改善サイクルの確立

◆学力向上検証改善実施状況調査

◆教育課程実施・編成状況調査

○ 携帯電話・スマートフォンのルールづくりの推進
○ 「チーム学校」等の強化

その他の取組

◆主体的・対話的で深い学びの推進

◆授業づくり支援チームの派遣

◆基礎・基本を含む活用力育成教材集の活用

◆学習到達度診断シートや動画コンテンツ

(算数･数学､外国語）、授業チェックリストの活用

◆学力向上推進に係る会議の設置
○県の統一的な取組や各地区の課題に応じた取組を推進
「福岡県学力向上推進会議」「各地区学力向上推進委員会」

◆学力調査の実施
○個の伸びに着目した調査結果の分析及び分析結果に基づく取組の検証改善
・福岡県学力・学習状況調査 ・全国学力・学習状況調査
小５、中１・２ 小６、中３
※ 国語、算数・数学、英語（中２のみ） ※ 国語、算数・数学、英語（中３のみ）

・市町村教育委員会、小・中学校の取組状況調査
◆学力向上推進拠点校の指定
・学力向上推進拠点校（中学校）６校
・学習支援員の派遣
・指導主事の重点的な派遣
・研究費の助成

◆小中連携教育の推進
・小・中学校間の教員による授業交流、

合同研修会の促進

◆両政令市との連携強化
・学力向上の取組の成果と課題の共有

◆学力向上推進強化市町村の指定
・県内18市町村 ・授業づくり支援チームの派遣
・学力向上支援チームの派遣
・学力向上施策の助成

◆非常勤講師の活用
・少人数指導、習熟度別指導等のきめ細かな
指導の充実

・教員の指導力向上を図る取組の支援

◆教材集の提供
・学習到達度診断シート（未来への一歩）の活用

・基礎・基本を含む活用力育成教材集

（未来への挑戦）の活用

・福岡県立高校入試問題を活用した学習資料

（未来への架け橋）の活用

授業づくりを含む日常的な活動への支援

ふくおか学力アップ推進事業

組織的な取組への支援

バランスよく育成

学びに向かう力、人間性等

知識及び技能 思考力、判断力、表現力等
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２　グローバル化に対応した英語教育推進事業（一部新規） 高校教育課・義務教育課

小学校教員及び中・高等学校英語教員の英語力・指導力を高めるとともに、小・中・高で
一貫性のある英語教育を実施することを通して、英語力や英語で積極的にコミュニケーショ
ンを図る態度を養成し、海外留学を志す児童生徒及びグローバル社会で活躍する人材を育成
します。

事業費：596,573千円　

英語で積極的にコミュニケーションを図る態度を身に付け、

グローバル社会で活躍する人材を育成

１ 教員の英語指導力の向上
○力量を備えた教員の採用

２ 小学生の英語コミュニケーションへの意欲向上
〇言語活動を通して指導することへの支援
〇県域の小学６年生を対象とした英検ESGの提供

１ 英語力の高い生徒の育成
◯福岡県学力調査（英語）＜中＞
◯ハウステンボスでのイングリッシュキャンプ（３泊４日）＜中＞
◯英語授業改善推進市町村による実践的研究＜中＞
（AIアプリを活用した英語授業モデルの構築、英語授業改善推進委員会の実施）

○県域の中学生（全学年）を対象とした英検IBAテストの実施＜中＞
○中学生英語スピーチコンテストの開催＜中＞
○ALT（外国語指導助手）の配置・活用＜中・高＞
○ALTスペシャリスト（英語イマージョン教育等の実践・普及も担うALT）、

NET（ネイティブ英語教員）の配置・活用＜高＞
○ALTを活用したオンライン英会話の実施＜高＞
〇生成AIを活用した英語学習モデルの構築＜高＞

２ 教員の英語力・指導力の向上
○教員の英語指導力向上研修の実施・充実＜中・高＞
○NET及びALTスペシャリストによる公開授業の実施＜高＞
○生成AIを活用した英語教育研修会の実施＜高＞

３ 高校生の海外留学の促進
○「福岡から世界へ」人材育成プログラムの実施

・県主催の短期海外留学研修の実施
・自らの課題意識や興味・関心に基づく探究型海外留学への支援

○海外留学の手続・費用等に係る説明会の実施
○海外留学経費の助成
○留学経験者による留学の促進活動

【課題】 ■児童生徒の英語力の向上 ■小・中・高校教員の英語力・指導力の向上

■高校生の海外留学に対する意識や意欲の向上

中・高等学校における英語教育の高度化への対応

豊かな国際感覚の

醸成

児童生徒の

英語力の向上

小学校における英語教育の教科化への対応

教員の英語力・

指導力の向上
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　　４　福岡県部活動改革推進事業

　生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境の構築のため、部活動改革協議会や実証事業等の
実施、指導者向け研修会の開催等により、部活動改革に係る総合的な取組を推進します。

事業費：165,677千円

３　福岡県体力向上総合推進事業 体育スポーツ健康課

　子どもの運動に対する意識や意欲の向上及び運動習慣の定着を図り、体力・運動能力の向上に資
することを目的として、子どもの体力向上に係る総合的な取組を実施します。

事業費：843千円

４　福岡県部活動改革推進事業（一部新規）　体育スポーツ健康課・高校教育課・義務教育課

事業費：843千円

運動に対する意識や意欲の向上及び運動習慣の定着による体力・運動能力の向上

子どもの体力向上に係る総合的な取組

運動への動機付けと習慣化 教員の指導力向上

小学生チャレンジスポーツプロジェクトの実施
○「スポコン広場チャレンジランキングゾーン」の実施

○「みんなでダンス」の実施 ○スポコン広場地区大会の開催

小・中学校体力向上指導者

研修会の開催
○小・中学校の体育担当教員を対

象として、体力向上に関する取

組についての研修を実施体力アップシートの配布
○運動への取組や新体力テストの結果が記録できるシートを配布

生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境の構築

部活動改革に係る総合的な取組

〇地域展開推進協議会の開催
・各市町村中学校等における平日を含めた部活動が

円滑に地域展開できるよう、市町村への支援策等を

検討する会議を開催

〇平日における部活動の地域展開に向けた

実証事業の実施
・平日の部活動の地域展開に向けた持続可能な

運営モデルの構築等に関する実証事業を実施

〇アドバイザー派遣事業の実施
・新たに地域展開に向けた会議体を設置する市町村に対し、

課題に応じた知識や経験を有するアドバイザーを派遣

〇部活動指導員の配置支援の実施
・部活動の指導体制の充実

・教職員の負担軽減

実施主体、人材確保等の環境づくり

〇運動部活動指導力向上研修会の開催
・運動部活動に関わる指導者の資質向上と運動

部活動の適切な運営に資することを目的とし

た、中・高等学校等の運動部活動顧問の指導力

向上のための講義及び実技研修を実施

〇部活動指導員研修会の開催
・部活動指導員の資質向上と部活動の適切な運

営に資することを目的とした、部活動の指導

体制の在り方や生徒理解に基づく指導法等に関

する研修を実施

指導者向け研修会等

連携

人材育成・
活躍推進部

教育庁

授業改善リーフレットの配布
〇体育・保健体育の授業改善に向

けて、授業の具体例等を示した

「小学校版」「中学校・高等学校

版」２種類のリーフレットを配布

１校１取組運動の促進
〇各学校の実態に応じた体力向上に係る特色ある取組の計画的

かつ継続的な実践を促進

福岡県体力向上推進委員会
本県における子どもたちの体力向上に向けた取組を総合的に推進するために取組内容等を検討

● 指導力向上に向けた研修の機会の不足

● 授業づくりに向けた情報の不十分さ など

教員の指導に関する課題子どもの運動に関する課題

● 運動する子どもとしない子どもの二極化傾向

● 体力・運動能力の低下 など
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事業費：4,555千円

体育スポーツ健康課　５　県産農林水産物を活用した食育推進事業（新規）

　企業や生産者と連携した「食育パートナーシップ」を構築し、県産農林水産物を活用した
新たな体験型食育プログラムの開発・実施をします。
　また、県産農林水産物を「生きた教材」として学校給食で活用するために、県産農林水産
物の良さや生産過程等を伝える教材（動画コンテンツ）を作成し、各学校で食育活動を実施
します。

学校での食育を推進

育む

プログラムを

先行実施

R8

広げる

希望する学校

プログラムへ参加

R9

・市町村 子どもたちに地元の食材に親しみを持ってほしい

将来的に地域を支える人材を育てたい

・学校での食育は座学が中心。郷土愛を育むためには体験活動が必要

課題

「県産農林水産物」を伝える

食育教材コンテンツ作成

食べる

県産農林水産物

を学校給食で

活用

学ぶ

食育教材

コンテンツによる

食育の実施
「食育パートナーシップ」でつくる

体験型食育プログラム開発

創る

体験型食育

プログラム開発

R8

連携

企業等

協力者の開拓

R8
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６　ワンヘルス教育総合推進事業（一部新規） 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課・体育スポーツ健康課・社会教育課

　幼児・児童・生徒が生涯にわたって自らの健康や環境を適切に管理・改善していくための資
質・能力を身に付けるため、幼児期段階から高等学校段階までの系統性ある「ワンヘルス教育」
の推進を図るとともに、「ワンヘルス」の理念の普及・啓発を図ります。

事業費：37,432千円

指導・助言

生涯にわたって自らの健康や環境を適切に

管理・改善していくための資質・能力の育成

成果報告

＜推進委員会で協議する内容＞

◆ワンヘルス教育の目的及び目指す子ども像 ◆関係部局・団体等との連携の在り方
◆発達段階の系統性を踏まえたワンヘルス教育の実践 ◆学校、保護者、地域に対する周知・啓発

学識者、獣医師会、医師会、市民団体、実践協力校、福岡県高等学校保健会、
福岡県関係部局、福岡県教育委員会

ワンヘルス教育推進委員会

構成

子どものためのワンヘルスリーフレットの配布

【 小学校低学年版、小学校高学年版、中学校版、高等学校版、特別支援学校版 】

ワンヘルスの理念の普及・啓発 ／ ワンヘルス教育の推進

幼稚園・

小・中学校

◆幼稚園における啓発用絵本の配布

◆小学校における動物飼育相談に係る学校支援

◆ワンヘルス学習推進校（小学校４校・中学校４校）

・ワンヘルスに関する教育活動の充実

・農業高校等を活用した体験活動の実施

・専門的知見（ワンヘルスマスター等）の活用

・実践発表会の開催

高等学校

◆ワンヘルス教育推進教員向け研修会の実施

◆外部講師の活用による講演会の実施

◆農業高校における先進的、重点的な取組及び実践発表

◆ワンヘルス教育の実践内容の共有及び普及・啓発・推進

◆「福岡から世界へ」人材育成プログラムの中でのワンヘルスに関する学習

◆「花あふれる県立学校プロジェクト」を通した生徒の緑化意識や環境保護

の意識の醸成

特別支援学校

◆ワンヘルスマスター等の活用による教員向け講演会の実施

◆ドッグセラピーの実施

◆ワンヘルス学習推進モデル校でのカリキュラム開発・実践

◆「花あふれる県立学校プロジェクト」を通した生徒の緑化意識や環境保護

の意識の醸成

青少年教育施設
◆屋外用案内板を活用してワンヘルスプログラムを実施

◆ワンヘルス教育の普及・啓発のためのパネル展示
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７　読書好きを育む環境づくり応援事業 社会教育課

  乳幼児から中学生までを対象とした発達段階に応じた読書活動の取組や保護者への啓発、
読書活動の気運を高める特色ある取組の支援を通して、「読書が好きな子ども」が育まれる
環境づくりを推進します。

事業費：3,214千円　
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　　事業費：832,837千円　

８　いじめ・不登校総合対策事業（一部新規） 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課・社会教育課

　スクールカウンセラー等の専門家や関係機関等との連携・協働、一人一人に応じた多様な
支援により、児童生徒が自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立することを目指し、誰も
が安心して学べる魅力ある学校づくりを推進します。

いじめ・不登校

の予防・解消

魅力ある学校

いじめ･

不登校の

予防・解消

スクールカウンセラー等

活用事業
○スクールカウンセラーを全小・中学校

（指定都市を除く）及び全県立学校に

配置

○スクールカウンセラーや各種相談員へ

の指導助言、緊急を要する事案等への

対応を行うスクールカウンセラースー

パーバイザーを各教育事務所に配置

○県立学校の不登校解消等のため、訪問

相談員等を各学区に配置

いじめ・不登校対策相談事業

「子どもホットライン２４」相談事業
○土曜・日曜を含む２４時間対応教育

相談の実施

○児童生徒や保護者からの電話相談・

メール相談等への対応

○虐待に関する他機関との連携

ＳＮＳを活用した教育相談事業
○児童生徒のコミュニケーション手段

として利用が進むＳＮＳを活用した

双方向システムにより、様々な悩み

や不安等に対応する教育相談の実施

教育相談体制の構築、関係機

関･地域との連携
○教育相談ネットワークの構築

○学校警察連絡協議会

○ふくおか児童生徒健全育成サポート

○全中学校区(指定都市･中核市を除く)
へのスクールソーシャルワーカー配置

経費の助成

○生徒指導上の諸課題を抱える中学校区

への専門スタッフ（スクールソーシャル

ワーカーや生徒指導支援スタッフ）の

配置

○弁護士による学校危機管理に関する研修

の実施

○不登校や中途退学等生徒指導上の諸課題

を抱える県立高校にスクールソーシャル

ワーカーを配置

○福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】

に基づく取組の実施
○いじめの未然防止・早期発見・早期対応

の手引【改訂版】の活用

○いじめ問題対策連絡協議会
○福岡県県立学校いじめ防止対策推進

委員会

○学校生活・環境多面調査の活用
○保護者用リーフレットの配布
○外部専門家の支援による県立学校の

いじめ重大事態化の防止

児童生徒を取り巻く
生活環境改善事業

いじめ問題対策の推進

○「福岡県不登校児童生徒支援グランド
デザイン」の実現

・福岡県不登校児童生徒支援会議
・ＩＣＴを活用した不登校児童生徒

への支援の充実

・校内教育支援センター（小学校）
への支援員の配置助成

・不登校児童生徒支援員の資質向上

研修の実施
・保護者用、教員用リーフレット

「アクション3」及び不登校児童生

徒支援リーフレットの配布
・不登校予防診断チェックリストの

活用

・不登校及び不登校兆候児童生徒へ
のチーム支援（チームサポート方式）

・「指導要録上の出欠の取扱いを判断

する際の手引」の周知
○不登校生徒へのオンライン学習環境の

提供（県立学校）

○小郡高等学校の「みらい創造コース」に
おいて、生徒の実態に配慮したきめ細かな
支援を提供

○博多青松高等学校の通信制課程において、
協力校でのスクーリング(面接指導)を実施

〇一般入学者選抜において長期欠席者に

対する特例措置を実施

不登校対策の推進

教育相談体

制の整備・

充実

不登校児童

生徒の学び

の場の確保

豊かな人間性の育成
○福岡県豊かな心育成推進会議

○子どもの人間関係形成や社会性を育成する活動等

○いじめ・不登校を生まない教育活動の推進

地域総がかりで行う

不登校児童生徒支援

○地域における子どもの居場所づくり

に係る経費の助成

○保護者向けの講話や情報交換会開催

に係る経費の助成

心の健康教育推進事業
◯精神科医やスクールカウンセラー

による生徒の命を守るための

「心の健康」教育を県立学校で実施
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コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の導入・実践に取り組む市町村を支援すると
ともに、県立高校にコミュニティ・スクールと地域学校協働本部を導入・整備することで、
学校、家庭、地域が連携・協働して子どもたちを育成する体制を整え、「地域とともにある
学校づくり」及び「学校を核とした地域づくり」を推進します。

事業費：195,421千円　

９　保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課

保護者が児童生徒とともに規範意識について学ぶことで、保護者の規範意識や養育に関す
る責任感を高め、さらに学校と家庭との連携を図り、児童生徒の規範意識を育成します。

事業費：10,285千円　

１０　地域と一体となった学校づくり事業 義務教育課・高校教育課・社会教育課他
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１１　「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業 義務教育課

福岡県独自の指導方法「鍛ほめ福岡メソッド」の実践を通して、子どもの学ぶ意欲や自尊
感情、向上心やチャレンジ精神、勤勉性や困難に立ち向かう心等を育成するとともに、その
成果を県内に広く普及します。

事業費：1,341千円　

         

                                       

【自 的に学び続ける子どもを育む  めプロジェクト】
取組テーマ：「   め福岡  ッド を取り  た資質・能力の つの をバランスよく育成

する取組における非 知的能力を る  めアンケートや県学力調査の 人
結果 等の効果的な活用方法や子ども自身が主体的に活動   設定、 
む、 り る）を行う方 について」

〇非 知的能力の高まりと学力の育成の相関を分 し、効果的な取組事例を 集・啓発
・研 協力校において取組テーマの研 ・実践

・  めアンケートや県学力・学習状況調査結果等を活用した分 ・検証

・研 協力校、県教育委員会等で構成する調査研 連 会議において、効果的な取組事例の 有

学校や地域の特色に応じて、各教科、総合的な学習の 間、特 活動、家庭学習等で、「  め福岡  ッド」を展開
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１２　特別支援教育の推進事業（一部新規） 特別支援教育課

　福岡県特別支援教育推進プラン（第２期）に掲げた５つの柱に基づき、インクルーシブ教
育システム構築のため特別支援教育を推進し、障がいのある子どもの自立と社会参加を目指
します。

事業費：544,658千円　

障がいのある子どもの自立と社会参加

【課題】

・対象児童生徒数の増加に伴う特別支援学校の教室不足の解消

・障がいの重度・重複化及び多様化に対応した教育の充実及び教員の専門性の向上

・子どもの多様なニーズへの対応（学びの場の検討、実習先・就職先の開拓）

・進学・就職時における継続性のある指導及び切れ目ない支援

柱2 就学前における早期から

の相談・支援の充実

柱1 連続性のある多様な学び

の場における教育の充実
柱3 卒業後の自立と社会参加

を目指した支援の充実

柱4  安全・安心かつ効果的に

学べる教育環境の整備

柱5 専門性の向上と支援体制

の整備・充実

○幼稚園等における特別支

援教育推進体制の整備

○市町村教育委員会におけ

る早期からの相談・支援

体制の整備

○障がいのある子どもの就学

相談や学びの場の検討等

の支援の充実

○保健・医療及び福祉との

連携の充実

○キャリア教育の充実

○職業教育の推進

○関係機関等との連携の強化

〇ＩＣＴを活用した就職支

援の充実

○学校卒業後に向けた引継

ぎ及び移行支援の充実

○社会体験活動、スポーツ、

文化芸術活動の推進

○特別支援学校設置基準等に

基づいた学校施設の整備

○ＩＣＴ環境の整備

○医療的ケア児への支援と関

係機関との連携の推進

○学習上又は生活上の困難に

応じた教育環境の整備

○特別支援教育を担う人材

の育成及び専門性の維持

向上

○組織としての専門性の強

化及び支援体制の整備・

充実

○教師に求められるＩＣＴ

活用指導力の向上

○障がいの状態や発達段階等

を踏まえた学びの場に応じ

た指導の充実

○学校間接続時における引継

ぎの充実

【小・中学校】

○特別支援教育の視点を生か

した指導の充実

○通級指導教室の適切な設置

及び指導の充実

○特別支援学級の実態に応じ

た適切な教育課程の編成

【高等学校】

○特別支援教育の視点を生か

した指導の充実

○通級による指導の充実

【特別支援学校】

○障がいの重度・重複化及び多

様化に対応した専門性の向上

○特別支援教育のセンター的

機能の役割の発揮

《主な施策・事業》
・「ふくおか就学サポート
ノート」の活用

・高等学校等への特別支援教
育支援員の配置

・高等学校等における通級
指導の実施

・特別支援学校へのSC,SSW
や理学療法士等の外部人
材の配置

《主な施策・事業》

・医療的ケア対応の看護職員
の配置

・医療的ケアガイドラインの
周知

・モデル校での通学支援の実施

《主な施策・事業》
・現場実習の実施

・清掃検定の実施

・商業施設における県立特別
支援学校製品販売会等の実施

《主な施策・事業》
・専門家の派遣による巡回
相談の実施

・幼児期からの就学相談の
実施
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１３　キャリア教育総合推進事業 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課

　地域の企業・経済団体等と連携して、子どもの発達段階に応じた勤労観・職業観を育み、
自立した生き方を考えさせるためのキャリア教育、各地域のニーズに応じた職業教育を推進
します。

事業費：215,148千円　

高等学校の取組

小・中学校の取組 中学校の取組

社会で自立していく力

○情報・先端技術関連企業・大学等の見

学や出前授業、エンジニアによる実習

指導により、県内成長産業を支える人

材を育成

(県内成長産業を支える人材育成・マッ

チング推進事業)

○産学官連携を行い、高度で実践的なも

のづくり技能をもつ人材を育成

○燃料電池自動車等の実習環境を整備し、

県内の自動車・半導体関連企業で活躍

できる人材を育成

(県立工業高校産業人材育成事業)

○進路支援コーディネーターを配置し、

生徒の進路実現に向けた支援を強化

(高校生みらい支援事業)

○
地
域
の
企
業
・経
済
団
体
・農
業
法
人
等
と
連
携
し
た
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

や
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
教
育
等
の
推
進
、
産
業
教
育
の
充
実

○求人開拓や面談の充実による支援強化

や関係機関との連携

(新規高卒者の就職支援の充実)

特 支援学校の取組

○生徒・保護者の就職に対する意識向

上を図る取組を実施するとともに、

実習先・進路先の開拓を推進

（県立特別支援学校生徒希望進路

実現支援事業）

○企業団体と連携して開発した認定資格

を授与する技能検定を実施

（職業教育の充実）

○体験活動の充実

・地域の企業と連携した職場体験学習等の推進

○地域人材の活用

・実際に職業に従事する地域人材をゲストティーチャーとして活用

○一人一人のキャリア形成と自己実現を図る教育の推進

・活動の過程を記述し り ることができるキャリア・パスポートの作成と

活用

○生徒のＩＣＴ活用スキルを高め進路

選択の幅を広げる取組を実施

（ＩＣＴを活用した就職支援の充実）

○高度な職業資格を受検する生徒への検

定料の助成による、専門的な知識や技

術・技能を高める産業教育の充実

(県立高校産業教育の充実)

○先端技術分野への理解

促進

・授業で活用できる動画コ

ンテンツの作成

・テクノロジーへの興味・関

心を引き出す出前授業や講

演会を実施
(県内成長産業を支える人材

育成・マッチング推進事業)
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１４　帰国・外国籍児童生徒の教育支援事業（一部新規）      高校教育課・義務教育課  

　帰国・外国籍児童生徒の適切な教育の機会の確保を図るため、日本語指導を実施するとと
もに、学校生活全般に対してきめ細かな支援を行うことにより、児童生徒及び保護者が抱え
る課題を解決し、児童生徒の進路選択の幅を広げます。

事業費：27,846千円　

通訳 フト導 

〇１人１台端末に通訳 フトを導 

〇授業 の教員の説明や生徒の発言を翻訳

〇保護者との面談 にも活用

学校生活サポーター配置

〇生徒の母語等に対応できる学校生活サポーターによる学校訪問

〇学習支援、生活支援、進路支援を実施

日本語講座実施

〇支援が必要な生徒が在籍する高等学校等に日本語指導者を派遣し日本語講座を実施

〇オンラインでも受講可

帰国・外国籍児童生徒の日本の教育への適応

児童生徒の進路選択の幅を拡大

日本語が十分に習得できていないために、学習内容の理解が困難となり、

帰国・外国籍児童生徒の進路選択の幅が狭くなっている。

義務教育段階

専門研修の実施

〇担当者同士による授業づくり・支援体制等についての演習や協議

〇外部講師による講話など

帰国・外国籍児童生徒へのきめ細かな支援体制と整備

高等学校段階

運営協議会の設置

〇県教育委員会、学識経験者、関係機関・団体担当者により構成

〇県の帰国・外国人児童生徒等教育の課題に対する施策等について協議・検討

支援員の配置に要する費用の支援

〇母語話者や日本語指導のサポーターとして支援員を配置

〇児童生徒やその保護者との通訳を含む生活及び学習支援

日本語指導アドバイザーの派遣

〇日本語指導アドバイザーによる学校訪問

〇「特 の教育課程」の編成や「  の指導計画」の作成についての助言

日本語支援アプリの導 に要する経費の支援

〇日本語指導に係る学習支援に活用
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事業費：4,023,834千円

１５　ＩＣＴを活用した教育推進事業（一部新規） 教育イノベーション推進課・高校教育課・義務教育課他

　学校におけるＩＣＴ環境の整備を進め、これまでの教育実践とＩＣＴを最適に組み合わ
せ、児童生徒の情報活用能力などの資質・能力を伸ばす、令和の時代にふさわしい「新しい
教育」の姿を実現します。

〇 義務教育段階の公立学校における、福岡県公立学校情報機器整備基金を活用した1人1台端末の更新

○ 県立学校の生徒用１人１台タブレット型パ コンの整備

○ 県立学校の教員用タブレット型パ コンの整備

〇 校務系データと学習系データの連携・利活用を可能とするネットワーク環境の整備 全県立学校）

○ 情報、数学、理科等の教育や、ＩＣＴを活用した文理横断的な学びを強化する県立学校に対し、

必要な環境を整備

○ 教員のＩＣＴ活用をサポートする情報通信技術支援員 ＩＣＴ支援員）の継続配置 全県立学校）

○ 児童生徒の障がいの特性に応じたＩＣＴ機器 分身ロボット・デジタル教科書・ 出力支援装置等）

の配備・維持・更新  県立特 支援学校）

【小・中学校】

○ STEAM教育等、ＩＣＴを活用した教科横断的な学びに関する授業・学習等の在り方について研究

○協力校における情報活用能力育成のためのカリキュラムマネジ ントの推進

○指導計画や実践事例等の普及啓発

【県立高校等】

○ ＩＣＴを効果的に活用した授業改善や評価方法を研 

○デジタルを活用した文理横断的・探 的な学びの推進

○専門高校において、デジタルを活用した高度な専門教科指導についての研 

福岡県学校教育情報化推進計画

ＩＣＴを活用した教育の充実

教員のＩＣＴ活用指導力の向上

ＩＣＴ環境の整備

先進的教育モデルの研 

こ までの教育実践の蓄積 ICT
学習活動の一層の充実

主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善× ＝

令和の 代にふさわしい「新しい教育」

○各地域、学校の実態等に応じた研修等の実施

・各地域や学校の実態やニーズに応じた授業におけるＩＣＴ活用についての校内研修等の支援

○県立学校における授業へのICTの効果的活用を推進

・「教育の情報化推進主任」をチーフとして学校全体で授業改善に取り組む体制づくり

・ＩＣＴを効果的に活用した授業づくりに関する校内研修を充実

プログラミング教育の充実

【県立高校】

○ 「情報Ⅰ」の実習の中で、プログラミングを活用

して生活における諸問題の解決力を養う学習活動

ができる環境を整備

○ 各学校でのデータ分 により生徒自身の学びの り りや教員の指導改善に活用できるデジタル

採点システムの活用 県立中・高等学校）

生徒の学習データの蓄積・分 

アーカイブ動画サイトの創設

【県立高校等】

○ １人１台タブレット型パ コンを活用した県立学校

全体の多彩な教育資源の 有による、学校の枠を

越えた 間や空間にとらわ ない学習機会の提供
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１６　児童生徒を取り巻く生活環境改善事業 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課

  学校をプラットフォームとした子どもの貧困対策を展開するため、全中学校区へのス
クールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）配置など、専門スタッフの配置拡充により、学校の
生徒指導及び教育相談体制を強化し、児童生徒を取り巻く生活環境の改善を図ります。

事業費：90,669千円　

　教職員の長時間勤務を改善するため、実効性のある対策を働き方改革の指針に盛り込
み、教職員が子どもや自分と向き合う時間の確保や教育の質の向上を図ります。

事業費：1，015，467千円

１７　教職員の働き方改革推進事業（一部新規） 教職員課・義務教育課・体育スポーツ健康課他

貧困をはじめとする子どもの生活環境の改善

○ 子どもの貧困、家庭状況を要因とする不登校児童生徒数の増加 ○ 各地域内の不登校等の学校間格差
○ ＳＳＷ配置状況の市町村間格差、ＳＳＷの資質向上等

「チーム学校」による生徒指導及び教育相談体制の強化

 全小・中学校）

小・中学校支援 県立高校支援

スクール ーシャルワーカー
・子どもの生活環境の改善
・中 退学等の防止

専門スタッフの配置・派遣

市町村支援

スクール ーシャルワーカー
・全中学校区へのＳＳＷ配置経費の
助成

 指定都市・中核市を除く全市町村）

スクール ーシャルワーカー
スーパーバイザー

・子どもの生活環境の改善
・ＳＳＷの資質向上

 ９校）

 ４地区各1名）

スクール ーシャルワーカー
・子どもの生活環境の改善

 指定９中学校区）

弁護士
・学校危機管理に関する研修の実施
 スクールロイヤー相談窓口事業を活用）

生徒指導支援スタッフ
・警察等関係機関と連携強化

 指定９中学校区）

＜スーパーバイザー機能＞
・市町村及び小・中学校に対する広域的な支援

定 退校日や学校閉庁日の設定

校務の情報化

・児童生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理できる

システムの運用

・学校用グループウェア及び ール連 網の活用

・デジタル採点システムの活用

部活動指導員の配置

・単独で部活動の指導や引率を行うことができる部活動

指導員を配置

スクールカウンセラー、スクール ーシャルワーカー

等の外部専門スタッフの活用

などの抜本的な取組により、教職員の超過勤務を縮減

勤務 間の適正な把握

・全県立学校において、ＩＣカードによる勤務 間の適正な

把握を実施

・休暇等申請・決裁システムの活用
部活動の地域移行に向けた実証事業

・休日の部活動の段階的な地域移行に向けた地域クラブ

活動に関する実証事業

業務改善の推進

・公立学校における教職員の働き方改革推進ハンドブッ

ク を活用した事業、調査、会議、研修等の見直し
ＩＣＴの活用推進を支えるＩＣＴ支援員の活用

教員業務支援員・学習指導員等の配置

教職員が子どもや自分と向き合う 間の確保、教職員の健康の保持増進・ワークライフバランスの実現

働きやすい職場環境の整備

・教職員のための ンタルヘルス相談事業の実施

・管理職向けの労働安全衛生管理に関する研修等の実施

校務の情報化

・児童生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理できる

システムの運用

・学校用グループウェア及び ール連 網の活用

・デジタル採点システムの活用

・県立高校 試におけるWEB出願システムの活用

・ロケーションフリーなネットワーク環境の整備

部活動指導員の配置

・単独で部活動の指導や引率を行うことができる部活動

指導員の配置

スクールカウンセラー、スクール ーシャルワーカー

等の外部専門スタッフの活用

などの取組により、教職員の長 間勤務を改善

抜本的な取組が必要

勤務 間の適正な把握

・ＩＣカードによる勤務 間の適正な把握

・管理職による適切な業務・健康管理の実施

教育職員の働き方改革取組指針

教職員の長 間勤務が深刻化

 教職員に求めら る教育課題が複雑化・困難化するとともに、保護者・地域活動への対応等、その役割が多様化）

部活動の地域展開に向けた実証事業

・平日の部活動の地域展開に向けた持続可能な運営モデ

ルの構築等に関する実証事業を実施

業務改善の推進

・公立学校における教職員の働き方改革推進ハンドブックを

活用した事業、調査・会議・研修等の内容や方法の見直し

ＩＣＴの活用推進を支えるＩＣＴ支援員の活用

教員業務支援員、副校長・教頭マネジ ント支援員、

学習指導員等の配置

相談体制の構築

・学校が弁護士に直接相談できる体制を、県内４地区で構築

質の高い教科指導のための小学校専科教員の配置

・小学校４～６学年の体育の授業における専科教員を県

独自で配置
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　「ふくおか社会教育応援隊（県社会教育主事等）」が、市町村規模あるいは広域で活動す
る機関・団体等が実施する社会教育関連事業に対し、効果的・効率的な運営を支援すること
により、地域における社会教育活動の充実及び活性化を図ります。

事業費：　　―　　　

１８　ジュニアアスリート育成・ジュニアスポーツ
　　　ボトムアップ推進・競技団体等活性化事業（一部新規）

体育スポーツ健康課

事業費：86,680千円　

１９　ふくおか社会教育応援隊事業 社会教育課

国際大会等世界の舞台で活躍するなど、スポーツの力で県民に夢や感動を与えることのでき

るトップアスリートを輩出するため、スポーツに取り組む小・中学生の発掘から始まる各年代の

「一貫指導システム」を構築します。

 指す姿：スポーツの力で県民に夢や感動を与える！

国民スポーツ大会常 ８位以内 賞 ・ 国際大会で本県ゆかりの選手が優秀な成績

全ての競技団体が一貫指導システムを構築

選手強化

事業

遠征合宿

等の強化

活動充実

支援

社
会
人
・
大
学
生

中
・
高
校
生

小
・
中
学
生

女性指導者

短期的な視点に

立った育成・強化
中・長期的な視点に立った発掘・育成・強化

ふるさと選手活動支援

国民スポーツ大会

ふるさと選手の強化活動を支援

ジュニアアスリート（中・高）遠征等支援

競技団体から推薦された中・高校生を対象とした

海外遠征支援

福岡県タレント

発掘事業

スポーツに取り組

む小・中学生の発

掘活動を支援

ナショナルアスリート

パスウェイ構築事業

九州各県のジュニア

アスリートを対象に、中

央競技団体へのアスリー

トパスウェイを支援

連

携

女性アスリートの

育成・強化

女性指導

者支援、

ジェン

ダー平等

の推進

セミナー

の実施

遠征合宿

補助

基盤整備

指導者の資質向上 スポーツ・インテグリティの確保

ジュニアスポーツ

ボトムアップ推進

事業

競技人口確保のた

めの子どものス

ポーツに触れる機

会の創設を支援

ス
ポ
ー
ツ
医
・
科
学
ス
タ
ッ
フ
を
大
会
や
合
宿
等
に
派
遣

最
新
の
ス
ポ
ー
ツ
医
・
科
学
に
関
す
る
情
報
提
供

医・科学

サポート

事業

スポーツ大会等の助成

家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
等

社会教育応援隊 社会教育関連事業

○

地
域
に
お
け
る
社
会
教
育
活
動
の
充
実
・活
性
化

○

社
会
教
育
関
連
事
業
の
効
果
的
・効
率
的
な
運
営

○市町村教育委員会

○市町村社会教育・生涯学習

関係課

○教育施設等 小・中学校・

公民館・ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ等）

○社会教育関係団体 PTA・

子ども会育成会等）

○その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等活動団体

連携

○教育事務所及び県立青少

年教育施設職員

 社会教育主事等）

○家庭教育支援

○まちづくり・地域づくり

○公民館活動

○学校支援

○ＰＴＡ活動

○生涯スポーツ

○青少年教育

○読書活動 等

○講師派遣

・対象機関が主催する事業・研修

会の支援

・体験活動・ボランティア活動に関

する企画・立案の支援

・学習プログラム作成の支援

・社会教育に係る調査研究活動の

支援

・その他、市町村の社会教育の振

興等の支援

○情報提供

・講師・活動内容の紹介

・社会教育諸計画の策定等の支援
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　大宰府史跡の調査研究拠点である九州歴史資料館が核となり、関係市町と連携しながら、
大宰府史跡の調査研究、次代の人材育成及び地域交流を促進し、大宰府史跡発掘調査６０周
年に合わせ、取組の成果を広く発信し、新たな「西の都」の価値を未来へ継承します。

　　　　　事業費：1,013千円　

２０　九州歴史資料館収蔵品デジタル化・公開事業 文化財保護課

　自然災害等における文化財保護に係る課題に対応していくため、デジタル技術導入による
「文化財ＤＸ」を推進し、本県の文化財を未来へ確実に保存・継承します。

事業費：13,918千円

２１　「西の都」大宰府未来創造事業(新規） 文化財保護課

大宰府政庁跡

文化財を未来へ確実に保存・継承

⚫ 自然災害、老朽化、担い手不足等により、保存継承の危機にある文化財への対応が必要

⚫ 博物館法の改正により、文化財資料のデジタル・アーカイブ化への対応が必要

⚫ ＩＣＴが急激に普及する中、文化財調査におけるデジタル技術の活用が必要

文化財資料

デジタル・アーカイブ

文化財調査

イノベーション

◆ 災害等による緊急的な調査における

デジタル技術の活用

・デジタル機器により調査対象の遺構等の

測定や図面作成等の作業を迅速化

◆ 蓄積された膨大な文化財資料の保存管理

・収蔵品のデータベース化、ＨＰ公開

・指定文化財の被災・修復履歴を電子化

◆ 新たな文化財コンテンツの製作

・指定文化財の３Ｄデータを作成、ＨＰ

公開

◆新「西の都」大宰府研究・発信

・九州歴史資料館と関係市町による調査研究成果を元にした

デジタル教材の作成

◆
◆
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２２　人権が大切にされた社会をめざす生徒のリーダーシップ育成事業 人権・同和教育課

  グローバルで多様化した世界の中で、様々な人権問題に気づき、問題解決に向けた行動に
一歩踏み出すことのできる態度・技能（スキル）を身につけた生徒の育成のため、人権問題
に関する有識者等によるワークショップや様々な地域・校種の参加者と交流する探究型セミ
ナーを実施します。

　　　　　事業費：8,799千円　

人権問題の解決に向けた生徒のリーダーシップの育成

人権教育を通して培わ た知識や様々な技能、態度をもとに、課題を自ら発見し、

他者と協力しながら学びを深め、論理的に思考・判断し、人権問題の解決に向けて

主体的に行動していく総合的な課題解決能力を育成

発見

研修

研修成果の発表・意見交流

グローバルスタン

ダードな人権に

関する知的理解と

人権感覚の体得

社会をとりまく

様々な人権問題

の解決策について

の熟議

人権分野のエキスパート、

ファシリテーター

による指導 グループ交流
ワークショップ

型研修

中学校、義務教育学校（後期課程）、中等教育学校、

高等学校、特別支援学校(中学部・高等部)の生徒

家
庭
・地
域
、
関
係
機
関
及
び
他
校
種
と
の
連
携

教員

研
修
前
後
の
継
続
的
な
サ
ポ
ー
ト

発信

研修

主体的な

学びを促す

指導スキル

の向上

講師、ファシリテーター

による指導助言

探 

研修

教員の指導力向上

グローバルな視点

から人権がもつ価値

や重要性の理解

より深い

児童生徒

理解

教員同士の

協議

-65-



「令和８年度福岡県の教育施策」において、重点的に取り組む事業に関する予算概要
（千円）

柱
重点的に
取り組む

事業
事業名 予算額 説　　　　　　　　　　明

○福岡県学力調査の実施に要する経費（対象：小学校5年生、中学校1・2年生） 45,853

○学力強化が特に必要な市町村が実施する学力向上ﾌﾟﾗﾝの推進に対する助成等 5,895

○学力強化が特に必要な市町村への非常勤講師の派遣に要する経費 254,487

〇学力向上推進拠点校を有する市町村へのカリキュラム・マネジメントや人材育成事業に対する助成 2,076

中学生英語実践力向上推進費 3,725 〇福岡県学力調査（英語）の実施に要する経費（対象：中学校２年生）

地域学校協働活動事業 98,867 ○市町村が行う放課後活動、学校支援に対する助成等

○中学校におけるグローバル社会で活躍する人財の育成に要する経費

　・ｽﾋﾟｰﾁｺﾝﾃｽﾄ 1,548

〇中学生における英語の実践力向上に要する経費

　・福岡県学力調査（英語）の実施に要する経費（対象：中学校２年生）　※再掲 3,725

  ・宿泊体験型英語プログラム「イングリッシュ・キャンプ」の実施に要する経費 6,697

　・AIアプリを活用した英語授業モデルの構築 17,319

  ・英語授業改善推進委員会の実施に要する経費 102

○高校における４技能型英語力の総合的な育成に要する経費

　・ALT（外国語指導助手）の配置・活用に要する経費 433,529

　・ALTスペシャリストの配置・活用に要する経費 32,593

　・NET（ﾈｨﾃｨﾌﾞ英語教員）の配置・活用に要する経費 8,763

　・教員の英語力・指導力向上研修に要する経費等 161

　・高校生を対象とした「選択型」探究プログラムのによる留学の実施に要する費用 50,346

　[新]高校生を対象とした「生徒作成型」探究プログラムのによる留学の支援に要する費用 15,114

　・高校生の留学経費に対する助成 8,240

　[新]生成AI を活用した一人一人の理解度に合わせた学習モデルの構築に要する経費 18,436

○「ｽﾎﾟｺﾝ広場」地区大会等の開催に要する経費 731

○体力向上推進委員会の実施に要する経費 112

[新]部活動の地域展開に係る協議会の運営等に要する経費 685

[新]市町村への地域展開推進アドバイザー派遣に要する経費 3,557

[新]部活動の平日の地域展開に向けた実証事業に要する経費 77,959

○市町村が行う中学校における部活動指導員の配置に対する助成 16,830

○部活動指導員の配置に要する経費 66,222

○部活動指導員等の研修に要する経費 424

5 [新]県産農林水産物を活用した食育推進事業 4,555 [新]体験型食育プログラムの開発及び食育教材コンテンツ作成等に要する経費

○小・中学校における農業高校を活用したﾜﾝﾍﾙｽ学習の実施等に要する経費 3,218

○ﾜﾝﾍﾙｽ教育の実践内容の共有及び普及・啓発・推進に要する経費 15,961

○農業高校等における先進的な取組の実施に要する経費 1,989

○県立特別支援学校におけるワンヘルス教育の推進に要する経費 2,892

[新]県立学校の花壇やプランターの整備に要する経費 13,372

○市町村が実施するこどもの読書活動の充実を図る取組に対する助成等 2,668

○こどもの読書活動推進に係る取組の実施等に要する経費 546

○市町村の全中学校区へのｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置に対する助成 36,183

○小・中・高等学校における不登校等生徒指導上の諸課題に対応する専門ｽﾀｯﾌ

　の配置に要する経費 54,486

○全小学校へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 112,416

○全中学校へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 260,514

○全県立学校へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 99,143

○県立高校の各学区への訪問相談員等配置に要する経費 12,230

[新]県立学校の生徒を対象とした「心の健康教室」の実施に要する経費 13,175

[新]スクールカウンセラーによる職員研修の実施に要する経費 3,044

○24時間対応教育相談の実施等に要する経費 34,316

○教育相談体制の構築に要する経費 501

ＳＮＳを活用した教育相談事業 23,549 ○ＳＮＳを活用した相談体制の構築に要する経費

○ICTを活用した不登校児童生徒支援に要する経費 11,769

○早期アプローチによる不登校児童生徒支援に要する経費 51,908

○長期入院や不登校の生徒に対するｵﾝﾗｲﾝ学習環境の提供に要する経費 1,354

○博多青松高校通信制教育の充実に要する経費 2,341

○県立高等学校における学びの多様化学校の運営に要する経費 20,524

○いじめ問題等学校支援チーム委員による学校支援に要する経費 515

○いじめ重大事態調査委員会への第三者委員の派遣に要する経費 8,858

○地域における子どもの居場所(サポートスポット）を設置する市町村への助成 77,069

○保護者向けの交流・相談会を開催する市町村への助成等 8,942

○市町村が行う放課後活動、学校支援に対する助成等　※再掲 98,867

○県立高校のｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入に要する経費 968

○県立高校における地域学校協働活動の実施に要する経費 1,588

〇地域におけるこどもの居場所(サポートスポット）を設置する市町村への助成　※一部再掲 86,011

○ふくおか教育月間（11月）の推進に要する経費 7,987

〇小・中・高等学校との交流事業費 1,051

○医療的ケアを必要とする児童生徒のための環境整備に要する経費 321,209

[新]モデル校における医療的ケア児への通学支援の実施に要する経費 7,506

○幼稚園、保育所、小・中・高等学校への発達障がいに関する専門家の派遣等に

　要する経費 6,273

○特別支援学校生徒の就職促進を図るためのガイダンス等の実施に要する経費 16,781

○ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ及び理学療法士等の外部専門家の配置に要する経費　※一部再掲 20,995

○県立学校への特別支援教育支援員の配置に要する経費 159,501

○県立高等学校等における通級による指導の実施に要する経費 10,892

○適切な就学先決定のための幼児期からの就学相談に要する経費 450

２
グローバル化に対応した
英語教育推進事業

12 特別支援教育の推進事業 544,658

11 「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業 1,341 ○小・中学校における学力向上のための「鍛ほめ福岡ﾒｿｯﾄﾞ」の研究に要する経費

○児童生徒及び保護者が参加する規範意識育成学習会への講師の派遣に要する経費

10 地域と一体となった学校づくり事業 195,421

9
保護者と学ぶ児童生徒の
規範意識育成事業

10,285

スクールカウンセラー等
活用事業

484,303

[新]心の健康教育推進事業 16,219

３ 福岡県体力向上総合推進事業 843

7
読書好きを育む環境づくり応援
事業

3,214

8

児童生徒を取り巻く生活環境
改善事業

90,669

「子どもホットライン24」相談事業 34,817

不登校児童生徒支援事業 87,896

県立学校いじめ重大事態対策強化
事業

9,373

地域総がかりで行う不登校児童生
徒支援費

86,011

Ⅰ　教育の充実

１

ふくおか学力アップ推進事業 308,311

596,573

４ 福岡県部活動改革推進事業 165,677

6 ワンヘルス教育総合推進事業 37,432
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（千円）

柱
重点的に
取り組む

事業
事業名 予算額 説　　　　　　　　　　明

高校生みらい支援事業 43,149 ○生活困窮世帯等の生徒に対する進学・就職支援を行うｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置に要する経費

○産学官連携を行い、高度で実践的なものづくり技能を持つ人材育成に要する経費 58,373

○半導体関連企業への訪問に要する経費 1,872

農業高校DX人財育成事業 2,884 ○スマート農業機器を利用した実習、先進農家へのインターンシップ等の実施に係る経費

県立高校産業教育充実事業 2,868 ○高度な職業資格を対象とした検定料の助成に要する経費

帰国・外国籍児童生徒教育支援事業 15,327 〇県立学校における帰国・外国籍生徒の学校生活の支援に要する経費

[新]日本語指導が必要な児童生徒が在籍する市町村への支援員の配置や

　学習支援アプリの導入等に対する助成 11,328

[新]日本語指導担当教員を支援するアドバイザーの派遣に要する経費 932

[新]日本語指導担当教員の指導力向上に係る研修の実施に要する経費 259

○児童生徒の情報活用能力の育成に資する教育活動の充実に要する経費 2,209

○生徒の学習ﾃﾞｰﾀ分析による個別指導の充実、授業改善、採点業務の効率化に要する

　経費 15,678

[新]県立高校生を対象としたオンライン講座の動画制作およびアーカイブ動画サイト

　の構築・運営に要する経費 10,375

○県立学校における1人1台ﾀﾌﾞﾚｯﾄ型ﾊﾟｿｺﾝの整備に要する経費 710,976

[新]県立学校の次世代校務DX環境の整備に要する経費 52,626

○全県立学校のICT活用推進に向けたＩＣＴ支援員の派遣に要する経費 98,018

○教育ｾﾝﾀｰ、体育研究所においてＩＣＴ活用能力向上に係る教員研修を実施する

　ためのＩＣＴ環境整備に要する経費 7,105

○ 情報、理数教育を強化する学校のデジタル環境整備に要する経費 155,000

○特別支援学校の訪問教育対象生の学習・交流機会拡充のための分身ロボット配備

　に要する経費 6,810

○特別支援学校におけるＩＣＴ活用教育推進のためのﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書及び電子黒板

　の整備に要する経費 8,421

○特別支援学校等における1人1台端末を活用するための入出力支援装置の整備

　に要する経費 29,403

〇教育事務所のICT環境整備に要する経費 2,274

○公立学校の1人１台端末の更新に要する経費 2,924,939

○市町村の全中学校区へのｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置に対する助成 36,183

○小・中・高等学校における不登校等生徒指導上の諸課題に対応する専門ｽﾀｯﾌ

　の配置に要する経費 54,486

○県立学校における勤務時間等を管理するｼｽﾃﾑの運用に要する経費 24,652

○県立学校における情報共有ｼｽﾃﾑ運用に要する経費 3,663

○県立学校における生徒の基本情報等管理ｼｽﾃﾑ運用に要する経費 177,923

[新]県立学校の次世代校務DX環境の整備に要する経費　※再掲 52,626

[新]県立学校におけるスクールロイヤーによる学校サポートに要する経費 7,686

○県立高校入試におけるWEB出願システムの構築に要する経費 44,285

○全県立学校のICT活用推進に向けたICT支援員の派遣に要する経費　※再掲 98,018

〇生徒の学習ﾃﾞｰﾀ分析による個別指導の充実、授業改善、採点業務の効率化

  に要する経費　※再掲 15,678

[新]小学校における専科教員の配置に要する経費 331,755

○市町村が行う教員業務支援員・学習指導員等の配置に対する助成 90,986

○市町村が行う副校長・教頭マネジメント支援員の配置に対する助成 6,760

[新]部活動の平日の地域展開に向けた実証事業に要する経費　※再掲 77,959

〇市町村が行う中学校における部活動指導員の配置に対する助成　※再掲 16,830

〇部活動指導員の配置に要する経費　※再掲 66,222

〇部活動指導員等の研修に要する経費　※再掲 424

○将来有望な小・中学生の選手発掘・育成に対する助成 10,183

○国民ｽﾎﾟｰﾂ大会成年種別の「ふるさと選手」の県内強化活動に対する助成 10,135

○ｵﾘﾝﾋﾟｯｸをはじめとした大規模大会に向けたｱｽﾘｰﾄの育成等に要する経費 22,558

○各種ｽﾎﾟｰﾂ大会開催に対する助成 8,450

○競技団体の組織強化に対する助成 12,742

[新]中学校部活動において普及が困難な競技の体験会・交流会及び育成合宿に要する経費 12,588

○ｵﾘﾝﾋﾟｯｸをはじめとした大規模大会に向けた女性ｱｽﾘｰﾄの育成に要する経費 284

〇県内トップアスリートに対する医・科学アドバイザー等の派遣に要する経費 9,112

〇女性アスリートの指導者を養成するためのセミナー開催に要する経費 436

〇スポーツ団体におけるジェンダー平等を推進するためのセミナー開催に要する経費 192

21 [新]「西の都」大宰府未来創造事業 1,013 [新]「西の都」の理解を深めるための調査研究・発信に要する経費

Ⅶ　人権が尊重
される心豊かな
社会づくり

22
人権が大切にされた社会をめざす
生徒のリーダーシップ育成事業

8,799 〇人権リーダーシップ育成合宿等の実施に要する経費

Ⅳ　文化芸術の
振興

20
九州歴史資料館収蔵品デジタル
化・公開事業

13,918 〇収蔵品のデジタルアーカイブ化及びホームページ公開に要する経費

Ⅱ　スポーツ立
県福岡の実現

18
ジュニアアスリート育成・ジュニアス
ポーツボトムアップ推進・競技団体
等活性化事業

86,680

Ⅲ　共助社会づ
くり、生涯学習の
推進

19 ふくおか社会教育応援隊事業 ―
○市町村教育委員会等が実施する社会教育関連事業に対し、職員（社会教育主事等）
　が効果的・効率的運営を支援

16
児童生徒を取り巻く生活環境
改善事業
                                 ※再掲

90,669

教職員の働き方改革推進事業 1,015,467

15 ＩＣＴを活用した教育推進事業 4,023,834

 Ⅰ　教育の充実

13

県立工業高校産業人材育成事業 60,245

県立特別支援学校生徒希望進路
実現支援事業

16,781 ○特別支援学校生徒の就職促進を図るためのガイダンス等の実施に要する経費　※再掲

14 [新]日本語指導が必要な児童生徒
への支援体制整備事業

12,519

県立高校金融リテラシー教育
推進事業

11,155 ○県立高校における金融リテラシー教育の実施に要する経費

17

県内成長産業を支える人材育成・
マッチング推進事業

78,066 ○中・高等学校における先端技術への理解促進に要する経費
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本県では、学校の特色化、教育活動の充実、生徒へのきめ細かな支援、学校の広報機能の強化な

どの取組・事業を実施し、次代を担う「人財」の育成の基盤となる魅力ある県立高校づくりを推進し

ます。

だから私は「県立高校」をえらぶ！

魅力ある県立高校づくり
～次代を担う人財の育成に向けて～

■専門家によるサポート
・スクールカウンセラーを全県立
高校に配置し、スクールソーシャ
ルワーカー・訪問相談員を拠点校
から全県立高校に派遣します
・通級による指導を拠点校４校、
サテライト校２校で実施します
・生徒の命を守るため「心の健
康」教育を全県立高校で実施しま
す
・スクールロイヤー（弁護士）を
活用し、学校におけるさまざまな
問題の早期解決を図ります

・ALT（外国語指導助手）を活
用したオンライン英会話や、ネ
イティブ英語教員、ALTスペ
シャリストの配置による高度な
英語力の育成など、外国語指導
の充実に取り組みます
・AIアプリの導入によりライ
ティング及びスピーキングの新
しい学習モデルを構築します

■ICTの効果的な活用
・１人１台タブレット、全クラ
スWi-Fi完備の学習環境で、ICT
を効果的に活用した教育活動を
実施します
■生徒が時間や場所を問わず視
聴し学ぶことができるアーカイ
ブ動画サイトを運営します
■協働的な学び
・学校の枠を越えて共に学ぶ学
校横断型の教育プログラムなど、
協働的な学びを推進します

外国語指導の充実

安全・安心の落ち着いた
環境で楽しい高校生活

ICTで学びが変わる
充実した学習環境

魅
力
あ
る
県
立
高
校

■学科・コースの充実
・個性豊かな１人１人の夢や目標
の実現に向けて学科・コースの充
実を図ります
■入学者選抜制度の改善
・受検生の多様な個性、学校の特
色に応じた制度の改善に取り組み
ます
■広報機能の強化
・県立高校の魅力発信のための広
報機能を強化します

［
N
‐
E
.
X
.
T
.

ハ
イ
ス
ク
ー
ル
］

特色化・活性化の推進

スクール・ミッション：高等学校の設置者が定義する、各高校に期待される社会的役割。
スクール・ポリシー：スクール・ミッションを前提として各高校が策定する、教育活動の指針となる3つの方針（育成を目
指す資質・能力に関する方針、教育課程に関する方針、入学者受入れに関する方針）。

■「高等学校教育改革実行計画」
に基づく公立高等学校教育改革を
推進
・探究的・実践的な学びを通した
アドバンスト・エッセンシャル
ワーカー等の育成に取り組みます
・文理融合の学びにより理数系人
材の育成に取り組みます
・人口減少地域においても多様な
学習ニーズに対応した魅力ある教
育機会を確保します

魅
力
あ
る
県
立
高
校

［ス
ク
ー
ル
・ミ
ッ
シ
ョ
ン
］

［ス
ク
ー
ル
・ポ
リ
シ
ー
］

「N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想」
県が策定する「高等学校教育改革実行計画（仮称）」により高校教育改革を実施

・探究的・実践的な学びを通したアドバンスト・エッセンシャルワーカー等の育成に取り
組みます
・文理融合の学びにより理数系人材の育成に取り組みます
・多様な学習ニーズに対応した魅力ある教育機会を確保します
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令和８年度福岡県教育施策実施計画 
 

令和８年４月発行 
 

問合せ先：福岡県教育庁教育総務部教育イノベーション推進課 

〒812-8575 福岡市博多区東公園７番７号 

電話 092-643-3882（総合政策係） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/site/kyouiku/kyouikusesaku.html 

 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ）」は、2015年９

月の国連サミットで採択された 2030 年までの達成を目指す国際目標で、「誰一人取り残

さない」社会の実現を目指すものです。 

本実施計画に掲げる取組・事業は、ＳＤＧｓの１７の目標のうち「４ 質の高い教育

をみんなに」をはじめとする関連する目標の実現に資するものです。県教育委員会とし

ては、教育施策を着実に実施し、子どもが「持続可能な社会の創り手」になるために必

要な資質・能力を育むことを通して、ＳＤＧｓの達成を目指します。 
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イメージキャラクター「ミライル」 

これから社会にはばたく子どもたちの「翼」をイメージ

した妖精です。左右にある翼は、何でも持てるように変

化します。 


